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介護保険法施行条例の一部を改正する条例             新旧対照表                     （傍線部分は、改正部分） 

（第一条関係） 

改正案 現 行 

介護保険法施行条例 介護保険法施行条例 

  

目次 目次 

第一章～第四章 （略） 第一章～第四章 （略） 

第五章 削除 第五章 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準 

 第一節 総則（第三百八十五条・第三百八十六条） 

 第二節 人員に関する基準（第三百八十七条） 

 第三節 設備に関する基準（第三百八十八条―第三百九十条） 

 第四節 運営に関する基準（第三百九十一条―第四百二十四条） 

 第五節 ユニット型指定介護療養型医療施設の基本方針並びに設備及

び運営に関する基準 

 第一款 この節の趣旨及び基本方針（第四百二十五条・第四百二十六

条） 

 第二款 設備に関する基準（第四百二十七条―第四百二十九条） 

 第三款 運営に関する基準（第四百三十条―第四百三十八条） 

 第六節 雑則（第四百三十八条の二） 

第五章の二・第六章 （略） 第五章の二・第六章 （略） 

附則 附則 

  

第一章 （略） 第一章 （略） 

第二章 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等 

第二章 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等 

第一節 （略） 第一節 （略） 

第二節 訪問介護 第二節 訪問介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第九条～第二十三条 （略） 第九条～第二十三条 （略） 

  

（指定訪問介護の具体的取扱方針） （指定訪問介護の具体的取扱方針） 

第二十四条 指定訪問介護の具体的取扱方針に係る基準は、省令第二十三条

に規定する基準の例によることとする。 

第二十四条 訪問介護員等の行う指定訪問介護の方針は、次に掲げるところ

によるものとする。 
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改正案 現 行 

 

 

一 指定訪問介護の提供に当たっては、次条第一項に規定する訪問介護計

画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な援助を行うこと。 

 二 指定訪問介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利

用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやす

いように説明を行うこと。 

 三 指定訪問介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な

介護技術をもってサービスの提供を行うこと。 

 

 

四 常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努

め、利用者又はその家族に対し、適切な相談及び助言を行うこと。 

  

第二十五条～第三十三条 （略）  第二十五条～第三十三条 （略）  

  

（掲示） （掲示） 

第三十四条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所の見やすい場所

に、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において単に

「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

第三十四条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所の見やすい場所

に、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定訪問介護事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定訪問介護事

業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることに

より、前項の規定による掲示に代えることができる。 

２ 指定訪問介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定

訪問介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定訪問介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。 

（新設） 

 

  

第三十五条～第四十一条 （略） 第三十五条～第四十一条 （略） 

  

第四十二条 （略） 第四十二条 （略） 

２ 指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

２ 指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

一 （略） 一 （略） 

二 第二十条第二項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の

記録 

三 省令第二十三条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

二 第二十条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

（新設） 
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改正案 現 行 

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録  

四 第二十七条の規定による市町村への通知に係る記録 三 第二十七条に規定する市町村への通知に係る記録 

五 第三十八条第二項の規定による苦情の内容等の記録 四 第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の記録 

六 省令第三十七条第二項の規定による事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

五 省令第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

  

第四款の二 共生型居宅サービスに関する基準 第四款の二 共生型居宅サービスに関する基準 

第四十二条の二 （略） 第四十二条の二 （略） 

  

（準用） （準用） 

第四十二条の三 第五条、第六条及び第七条並びに前款の規定は、共生型訪

問介護の事業について準用する。この場合において、第六条中「第五条」

とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第五条（同条第一項を

除く。）」と、第七条中「第六条」とあるのは「第三十九条の三において

準用する省令第六条」と、第九条中「第八条」とあるのは「第三十九条の

三において準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは「第

三十九条の三において準用する省令第九条」と、第二十四条中「第二十三

条」とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第二十三条」と、

第二十六条中「第二十五条」とあるのは「第三十九条の三において準用す

る省令第二十五条」と、第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第

三十九条の三において準用する省令第三十条の二」と、第三十三条中「第

三十一条」とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第三十一条」

と、第三十五条中「第三十三条」とあるのは「第三十九条の三において準

用する省令第三十三条」と、第四十条中「第三十七条」とあるのは「第三

十九条の三において準用する省令第三十七条」と、第四十条の二中「第三

十七条の二」とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第三十七

条の二」と、第四十二条第二項第三号中「第二十三条」とあるのは「第三

十九条の三において準用する省令第二十三条」と、同項第六号中「第三十

七条」とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第三十七条」と

読み替えるものとする。 

第四十二条の三 第五条、第六条及び第七条並びに前款の規定は、共生型訪

問介護の事業について準用する。この場合において、第六条中「第五条」

とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第五条（同条第一項を

除く。）」と、第七条中「第六条」とあるのは「第三十九条の三において

準用する省令第六条」と、第九条中「第八条」とあるのは「第三十九条の

三において準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは「第

三十九条の三において準用する省令第九条」と、第二十六条中「第二十五

条」とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第二十五条」と、

第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第三十九条の三において

準用する省令第三十条の二」と、第三十三条中「第三十一条」とあるのは

「第三十九条の三において準用する省令第三十一条」と、第三十五条中「第

三十三条」とあるのは「第三十九条の三において準用する省令第三十三条」

と、第四十条中「第三十七条」とあるのは「第三十九条の三において準用

する省令第三十七条」と、第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは

「第三十九条の三において準用する省令第三十七条の二」と読み替えるも

のとする。 

  

第五款 基準該当居宅サービスに関する基準 第五款 基準該当居宅サービスに関する基準 

第四十三条～第四十六条 （略） 第四十三条～第四十六条 （略） 
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改正案 現 行 

（準用） （準用） 

第四十七条 第一款及び第四款（第十六条、第二十一条第一項、第二十六条、

第三十一条並びに第三十八条第五項及び第六項を除く。）の規定は、基準

該当訪問介護の事業について準用する。この場合において、第九条中「第

八条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第八条」と、第十条

中「第九条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第九条」と、

第二十条第一項中「内容、当該指定訪問介護について法第四十一条第六項

の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」と

あるのは「内容」と、第二十一条第二項及び第二十二条中「法定代理受領

サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当訪問介護」と、

第二十一条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第二十四条中「第

二十三条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第二十三条」と、

第二十五条第一項中「第五条第二項」とあるのは「第四十条第二項」と、

「第二十九条」とあるのは「第四十七条において準用する第二十九条」と、

第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第四十三条において準用

する省令第三十条の二」と、第三十三条中「第三十一条」とあるのは「第

四十三条において準用する省令第三十一条」と、第三十五条中「第三十三

条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第三十三条」と、第四

十条中「第三十七条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第三

十七条」と、第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第四十三条

において準用する省令第三十七条の二」と、第四十二条第二項第三号中「第

二十三条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第二十三条」と、

同項第六号中「第三十七条」とあるのは「第四十三条において準用する省

令第三十七条」と読み替えるものとする。 

第四十七条 第一款及び第四款（第十六条、第二十一条第一項、第二十六条、

第三十一条並びに第三十八条第五項及び第六項を除く。）の規定は、基準

該当訪問介護の事業について準用する。この場合において、第九条中「第

八条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第八条」と、第十条

中「第九条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第九条」と、

第二十条第一項中「内容、当該指定訪問介護について法第四十一条第六項

の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」と

あるのは「内容」と、第二十一条第二項及び第二十二条中「法定代理受領

サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当訪問介護」と、

第二十一条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第二十五条第一項

中「第五条第二項」とあるのは「第四十条第二項」と、「第二十九条」と

あるのは「第四十七条において準用する第二十九条」と、第三十二条の二

中「第三十条の二」とあるのは「第四十三条において準用する省令第三十

条の二」と、第三十三条中「第三十一条」とあるのは「第四十三条におい

て準用する省令第三十一条」と、第三十五条中「第三十三条」とあるのは

「第四十三条において準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第三十

七条」とあるのは「第四十三条において準用する省令第三十七条」と、第

四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第四十三条において準用す

る省令第三十七条の二」と、第四十二条第二項第五号中「第三十七条」と

あるのは「第四十三条において準用する省令第三十七条」と読み替えるも

のとする。 

  

第三節 訪問入浴介護 第三節 訪問入浴介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第五十二条～第五十七条の二 （略） 第五十二条～第五十七条の二 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第五十八条 （略） 第五十八条 （略） 

２ 指定訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定訪問入浴介護の提供に ２ 指定訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定訪問入浴介護の提供に
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改正案 現 行 

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければ

ならない。 

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければ

ならない。 

一 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

一 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

二 省令第五十条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

（新設） 

 

二 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

四 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

三 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

五 省令第五十四条において準用する省令第三十七条第二項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

四 省令第五十四条において準用する省令第三十七条第二項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第五十九条 （略） 第五十九条 （略） 

  

第五款 基準該当居宅サービスに関する基準 第五款 基準該当居宅サービスに関する基準 

第六十条～第六十二条 （略） 第六十条～第六十二条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第六十三条 第九条から第十五条まで、第十七条から第二十条まで、第二十

二条、第二十七条、第三十二条の二から第三十六条まで、第三十七条から

第四十一条まで（第三十八条第五項及び第六項を除く。）及び第四十八条

並びに前款（第五十二条第一項及び第五十九条を除く。）の規定は、基準

該当訪問入浴介護の事業について準用する。この場合において、これらの

規定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第九条中

「第八条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第八条」と、第

十条中「第九条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第九条」

と、第二十条第一項中「内容、当該指定訪問介護について法第四十一条第

六項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の

額」とあるのは「内容」と、第二十二条中「法定代理受領サービスに該当

しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、第三十二

条の二中「第三十条の二」とあるのは「第五十八条において準用する省令

第三十条の二」と、第三十三条中「第三十一条」とあるのは「第五十八条

第六十三条 第九条から第十五条まで、第十七条から第二十条まで、第二十

二条、第二十七条、第三十二条の二から第三十六条まで、第三十七条から

第四十一条まで（第三十八条第五項及び第六項を除く。）及び第四十八条

並びに前款（第五十二条第一項及び第五十九条を除く。）の規定は、基準

該当訪問入浴介護の事業について準用する。この場合において、これらの

規定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第九条中

「第八条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第八条」と、第

十条中「第九条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第九条」

と、第二十条第一項中「内容、当該指定訪問介護について法第四十一条第

六項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の

額」とあるのは「内容」と、第二十二条中「法定代理受領サービスに該当

しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、第三十二

条の二中「第三十条の二」とあるのは「第五十八条において準用する省令

第三十条の二」と、第三十三条中「第三十一条」とあるのは「第五十八条
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において準用する省令第三十一条」と、第三十五条中「第三十三条」とあ

るのは「第五十八条において準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第

三十七条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第三十七条」と、

第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第五十八条において準用

する省令第三十七条の二」と、第五十二条第二項中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定訪問入浴介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」

と、同条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第五十四条中「第五

十条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第五十条」と、第五

十八条第二項第二号中「第五十条」とあるのは「第五十八条において準用

する省令第五十条」と、同項第五号中「第五十四条」とあるのは「第五十

八条」と読み替えるものとする。 

において準用する省令第三十一条」と、第三十五条中「第三十三条」とあ

るのは「第五十八条において準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第

三十七条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第三十七条」と、

第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第五十八条において準用

する省令第三十七条の二」と、第五十二条第二項中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定訪問入浴介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」

と、同条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第五十四条中「第五

十条」とあるのは「第五十八条において準用する省令第五十条」と読み替

えるものとする。 

  

第四節 訪問看護 第四節 訪問看護 

第一款 基本方針 第一款 基本方針 

第六十四条 （略） 第六十四条 （略） 

  

第二款 人員に関する基準 第二款 人員に関する基準 

第六十五条・第六十六条 （略） 第六十五条・第六十六条 （略） 

  

第三款・第四款 （略） 第三款・第四款 （略） 

  

第五節・第六節 （略） 第五節・第六節 （略） 

第七節 通所介護 第七節 通所介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第百三条・第百四条 （略） 第百三条・第百四条 （略） 

  

（指定通所介護の具体的取扱方針） （指定通所介護の具体的取扱方針） 

第百五条 指定通所介護の具体的取扱方針に係る基準は、省令第九十八条に

規定する基準の例によることとする。 

第百五条 指定通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

 

 

一 指定通所介護の提供に当たっては、次条第一項に規定する通所介護計

画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができ

るよう必要な援助を行うこと。 
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二 通所介護従業者は、指定通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行

うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行うこと。 

 

 

三 指定通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な

介護技術をもってサービスの提供を行うこと。 

 

 

四 指定通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談

援助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に沿

って適切に提供する。特に、認知症（法第五条の二第一項に規定する認

知症をいう。第百四十条第三号において同じ。）である要介護者に対し

ては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を

整えること。 

  

第百六条～第百十一条の三 （略） 第百六条～第百十一条の三 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第百十二条 （略） 第百十二条 （略） 

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

三 省令第九十八条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

二 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

（新設） 

 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

三 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

四 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

六 省令第百四条の三第二項の規定による事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

五 省令第百四条の三第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

  

第百十三条・第百十四条 （略） 第百十三条・第百十四条 （略） 
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第五款 共生型居宅サービスに関する基準 第五款 共生型居宅サービスに関する基準 

第百十四条 （略） 第百十四条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第百十五条 第九条から第十八条まで、第二十条、第二十二条、第二十七条、

第二十八条、第三十二条の二、第三十四条から第三十六条まで、第三十七

条、第三十八条、第四十条の二、第四十一条、第五十六条、第九十九条、

第百一条及び第百二条第四項並びに前款（第百十三条を除く。）の規定は、

共生型通所介護の事業について準用する。この場合において、第九条中「第

八条」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第八条」と、第十

条中「第九条」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第九条」

と、第二十八条中「訪問介護員等」とあるのは「共生型通所介護の提供に

当たる従業者（以下この章において「共生型通所介護従業者」という。）」

と、第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第百五条の三におい

て準用する省令第三十条の二」と、第三十四条第一項中「運営規程」とあ

るのは「運営規程（第百七条に規定する運営規程をいう。）」と、「訪問

介護員等」とあるのは「共生型通所介護従業者」と、第三十五条中「第三

十三条」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第三十三条」と、

第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第百五条の三において準

用する省令第三十七条の二」と、第百一条中「第九十四条」とあるのは「第

百五条の三において準用する省令第九十四条」と、第百二条第四項中「前

項ただし書の場合（指定通所介護事業者が利用者に対して第一項に規定す

る設備又は同項に規定する設備以外の設備を利用し、夜間及び深夜に指定

通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型

通所介護事業者が共生型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に

共生型通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第百五条中「第九十

八条」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第九十八条」と、

第百六条第五項並びに第百八条第三項及び第四項中「通所介護従業者」と

あるのは「共生型通所介護従業者」と、第百十一条中「第百四条」とある

のは「第百五条の三において準用する省令第百四条」と、第百十一条の三

中「第百四条の三」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第百

四条の三」と、第百十二条第二項第二号中「次条において準用する第二十

条第二項」とあるのは「第二十条第二項」と、同項第三号中「第九十八条」

第百十五条 第九条から第十八条まで、第二十条、第二十二条、第二十七条、

第二十八条、第三十二条の二、第三十四条から第三十六条まで、第三十七

条、第三十八条、第四十条の二、第四十一条、第五十六条、第九十九条、

第百一条及び第百二条第四項並びに前款（第百十三条を除く。）の規定は、

共生型通所介護の事業について準用する。この場合において、第九条中「第

八条」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第八条」と、第十

条中「第九条」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第九条」

と、第二十八条中「訪問介護員等」とあるのは「共生型通所介護の提供に

当たる従業者（以下この章において「共生型通所介護従業者」という。）」

と、第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第百五条の三におい

て準用する省令第三十条の二」と、第三十四条第一項中「運営規程」とあ

るのは「運営規程（第百七条に規定する運営規程をいう。）」と、「訪問

介護員等」とあるのは「共生型通所介護従業者」と、第三十五条中「第三

十三条」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第三十三条」と、

第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第百五条の三において準

用する省令第三十七条の二」と、第百一条中「第九十四条」とあるのは「第

百五条の三において準用する省令第九十四条」と、第百二条第四項中「前

項ただし書の場合（指定通所介護事業者が利用者に対して第一項に規定す

る設備又は同項に規定する設備以外の設備を利用し、夜間及び深夜に指定

通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型

通所介護事業者が共生型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に

共生型通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第百五条第二号、第

百六条第五項並びに第百八条第三項及び第四項中「通所介護従業者」とあ

るのは「共生型通所介護従業者」と、第百十一条中「第百四条」とあるの

は「第百五条の三において準用する省令第百四条」と、第百十一条の三中

「第百四条の三」とあるのは「第百五条の三において準用する省令第百四

条の三」と、第百十二条第二項第二号中「次条において準用する第二十条

第二項」とあるのは「第二十条第二項」と、同項第三号中「次条において

準用する第二十七条」とあるのは「第二十七条」と、同項第四号中「次条
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とあるのは「第百五条の三において準用する省令第九十八条」と、同項第

四号中「次条において準用する第二十七条」とあるのは「第二十七条」と、

同項第五号中「次条において準用する第三十八条第二項」とあるのは「第

三十八条第二項」と、同項第六号中「第百四条の三」とあるのは「第百五

条の三において準用する省令第百四条の三」と読み替えるものとする。 

において準用する第三十八条第二項」とあるのは「第三十八条第二項」と

読み替えるものとする。 

  

第百十六条から第百三十一条まで 削除 第百十六条から第百三十一条まで 削除 

  

第六款 基準該当居宅サービスに関する基準 第六款 基準該当居宅サービスに関する基準 

第百三十二条～第百三十四条 （略） 第百三十二条～第百三十四条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第百三十五条 第九条から第十五条まで、第十七条、第十八条、第二十条、

第二十二条、第二十七条、第二十八条、第三十二条の二、第三十四条から

第三十六条まで、第三十七条、第三十八条（第五項及び第六項を除く。）、

第四十条の二、第四十一条、第五十六条、第九十九条及び第四款（第百三

条第一項及び第百十三条を除く。）の規定は、基準該当通所介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第九条中「第八条」とあるのは「第

百九条において準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは

「第百九条において準用する省令第九条」と、第二十条第一項中「内容、

当該指定訪問介護について法第四十一条第六項の規定により利用者に代

わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「内容」と、第

二十二条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるの

は「基準該当通所介護」と、第二十八条及び第三十四条第一項中「訪問介

護員等」とあるのは「通所介護従業者」と、第三十二条の二中「第三十条

の二」とあるのは「第百九条において準用する省令第三十条の二」と、第

三十五条中「第三十三条」とあるのは「第百九条において準用する省令第

三十三条」と、第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第百九条

において準用する省令第三十七条の二」と、第百三条第二項中「法定代理

受領サービスに該当しない指定通所介護」とあるのは「基準該当通所介護」

と、同条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第百五条中「第九十

八条」とあるのは「第百九条において準用する省令第九十八条」と、第百

十一条中「第百四条」とあるのは「第百九条において準用する省令第百四

第百三十五条 第九条から第十五条まで、第十七条、第十八条、第二十条、

第二十二条、第二十七条、第二十八条、第三十二条の二、第三十四条から

第三十六条まで、第三十七条、第三十八条（第五項及び第六項を除く。）、

第四十条の二、第四十一条、第五十六条、第九十九条及び第四款（第百三

条第一項及び第百十三条を除く。）の規定は、基準該当通所介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第九条中「第八条」とあるのは「第

百九条において準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは

「第百九条において準用する省令第九条」と、第二十条第一項中「内容、

当該指定訪問介護について法第四十一条第六項の規定により利用者に代

わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「内容」と、第

二十二条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるの

は「基準該当通所介護」と、第二十八条及び第三十四条第一項中「訪問介

護員等」とあるのは「通所介護従業者」と、第三十二条の二中「第三十条

の二」とあるのは「第百九条において準用する省令第三十条の二」と、第

三十五条中「第三十三条」とあるのは「第百九条において準用する省令第

三十三条」と、第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第百九条

において準用する省令第三十七条の二」と、第百三条第二項中「法定代理

受領サービスに該当しない指定通所介護」とあるのは「基準該当通所介護」

と、同条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第百十一条中「第百

四条」とあるのは「第百九条において準用する省令第百四条」と読み替え

るものとする。 
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条」と、第百十二条第二項第三号中「第九十八条」とあるのは「第百九条

において準用する省令第九十八条」と、同項第六号中「第百四条の三」と

あるのは「第百九条において準用する省令第百四条の三」と読み替えるも

のとする。 

  

第八節 通所リハビリテーション 第八節 通所リハビリテーション 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第百三十九条 （略） 第百三十九条 （略） 

  

（指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針） （指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第百四十条 指定通所リハビリテーションの方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

第百四十条 指定通所リハビリテーションの方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

一・二 （略） 一・二 （略） 

三 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、常に利用者の病

状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者

に対し適切なサービスを提供する。特に、認知症（法第五条の二第一項

に規定する認知症をいう。）である要介護者に対しては、必要に応じ、

その特性に対応したサービス提供ができる体制を整えること。 

三 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、常に利用者の病

状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者

に対し適切なサービスを提供する。特に、認知症である要介護者に対し

ては、必要に応じ、その特性に対応したサービス提供ができる体制を整

えること。 

四 （略） 四 （略） 

  

第百四十一条～第百四十六条 （略） 第百四十一条～第百四十六条 （略） 

  

第九節 短期入所生活介護 第九節 短期入所生活介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第百五十二条～第百六十七条 （略） 第百五十二条～第百六十七条 （略） 

  

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置） 

第百六十七条の二 指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入所生活

介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産

性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定短期入所生活介護事業

 

 

（新設） 
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所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担

軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第百六十八条 （略） 第百六十八条 （略） 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

二 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

三 省令第百二十八条第五項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 省令第百二十八条第五項に規定する身体的拘束等（省令第百二十八条

第四項の身体的拘束等をいう。以下同じ。）の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

四 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

六 省令第百四十条において準用する省令第三十七条第二項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 省令第百四十条において準用する省令第三十七条第二項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第百六十九条 （略） 第百六十九条 （略） 

  

第五款～第六款 （略） 第五款～第六款 （略） 

  

第十節 短期入所療養介護 第十節 短期入所療養介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

  

（対象者） （対象者） 

第百九十三条 指定短期入所療養介護事業者は、利用者の心身の状況若しく

は病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により、

第百九十三条 指定短期入所療養介護事業者は、利用者の心身の状況若しく

は病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により、
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又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るために、一時

的に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要

な医療等を受ける必要がある者を対象に、介護老人保健施設若しくは介護

医療院の療養室、病院の療養病床（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）

第七条第二項第四号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）に係る病室

又は診療所の指定短期入所療養介護を提供する病室において指定短期入

所療養介護を提供するものとする。 

又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るために、一時

的に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要

な医療等を受ける必要がある者を対象に、介護老人保健施設若しくは介護

医療院の療養室、病院の療養病床（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）

第七条第二項第四号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）に係る病室、

診療所の指定短期入所療養介護を提供する病室又は病院の老人性認知症

疾患療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八

十三号）附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するも

のとされた介護保険法施行令（平成十年政令第四百十二号）第四条第二項

に規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。）において指定

短期入所療養介護を提供するものとする。 

  

第百九十四条～第二百二条 （略） 第百九十四条～第二百二条 （略） 

  

（定員の遵守） （定員の遵守） 

第二百三条 指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利

用者（当該指定短期入所療養介護事業者が指定介護予防短期入所療養介護

事業者（第六百十二条に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業者を

いう。）の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所療養介護の事業と指定

介護予防短期入所療養介護（第六百十一条に規定する指定介護予防短期入

所療養介護をいう。以下この条において同じ。）の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指

定短期入所療養介護又は指定介護予防短期入所療養介護の利用者）に対し

て同時に指定短期入所療養介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待

その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

第二百三条 指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用者数以上の利

用者（当該指定短期入所療養介護事業者が指定介護予防短期入所療養介護

事業者（第六百十二条に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業者を

いう。）の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所療養介護の事業と指定

介護予防短期入所療養介護（第六百十一条に規定する指定介護予防短期入

所療養介護をいう。以下この条において同じ。）の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指

定短期入所療養介護又は指定介護予防短期入所療養介護の利用者）に対し

て同時に指定短期入所療養介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待

その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

一 （略） 一 （略） 

二 療養病床を有する病院又は診療所である指定短期入所療養介護事業

所にあっては、療養病床に係る病床数及び療養病床に係る病室の定員を

超えることとなる利用者数 

 

二 療養病床を有する病院若しくは診療所又は老人性認知症疾患療養病

棟を有する病院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、療養病

床又は老人性認知症疾患療養病棟に係る病床数及び療養病床又は老人

性認知症疾患療養病棟に係る病室の定員を超えることとなる利用者数 

三・四 （略） 三・四 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 
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第二百四条 （略） 第二百四条 （略） 

２ 指定短期入所療養介護事業者は、利用者に対する指定短期入所療養介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

２ 指定短期入所療養介護事業者は、利用者に対する指定短期入所療養介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

二 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

三 省令第百四十六条第五項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 省令第百四十六条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

四 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

六 省令第百五十五条において準用する省令第三十七条第二項の規定に

よる事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 省令第百五十五条において準用する省令第三十七条第二項に規定す

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

（準用） （準用） 

第二百五条 第十条から第十四条まで、第十六条、第十七条、第二十条、第

二十二条、第二十七条、第三十二条の二、第三十四条、第三十五条、第三

十七条から第四十一条まで（第三十九条第二項を除く。）、第五十六条、

第百八条、第百四十四条、第百五十二条、第百五十三条第二項及び第百六

十六条から第百六十七条の二までの規定は、指定短期入所療養介護の事業

について準用する。この場合において、第十条中「第九条」とあるのは「第

百五十五条において準用する省令第九条」と、第三十二条の二中「第三十

条の二」とあるのは「第百五十五条において準用する省令第三十条の二」

と、第三十四条第一項中「訪問介護員等」とあるのは「短期入所療養介護

従業者」と、第三十五条中「第三十三条」とあるのは「第百五十五条にお

いて準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第三十七条」とあるのは

「第百五十五条において準用する省令第三十七条」と、第四十条の二中「第

三十七条の二」とあるのは「第百五十五条において準用する省令第三十七

条の二」と、第百八条第三項及び第四項中「通所介護従業者」とあるのは

「短期入所療養介護従業者」と、第百四十四条中「第百十八条」とあるの

は「第百五十五条において準用する省令第百十八条」と、第百五十二条中

第二百五条 第十条から第十四条まで、第十六条、第十七条、第二十条、第

二十二条、第二十七条、第三十二条の二、第三十四条、第三十五条、第三

十七条から第四十一条まで（第三十九条第二項を除く。）、第五十六条、

第百八条、第百四十四条、第百五十二条、第百五十三条第二項、第百六十

六条及び第百六十七条の規定は、指定短期入所療養介護の事業について準

用する。この場合において、第十条中「第九条」とあるのは「第百五十五

条において準用する省令第九条」と、第三十二条の二中「第三十条の二」

とあるのは「第百五十五条において準用する省令第三十条の二」と、第三

十四条第一項中「訪問介護員等」とあるのは「短期入所療養介護従業者」

と、第三十五条中「第三十三条」とあるのは「第百五十五条において準用

する省令第三十三条」と、第四十条中「第三十七条」とあるのは「第百五

十五条において準用する省令第三十七条」と、第四十条の二中「第三十七

条の二」とあるのは「第百五十五条において準用する省令第三十七条の二」

と、第百八条第三項及び第四項中「通所介護従業者」とあるのは「短期入

所療養介護従業者」と、第百四十四条中「第百十八条」とあるのは「第百

五十五条において準用する省令第百十八条」と、第百五十二条中「第百二
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「第百二十五条」とあるのは「第百五十五条において準用する省令第百二

十五条」と読み替えるものとする。 

十五条」とあるのは「第百五十五条において準用する省令第百二十五条」

と読み替えるものとする。 

  

第五款 ユニット型指定短期入所療養介護の事業の基本方針並

びに設備及び運営に関する基準 

第五款 ユニット型指定短期入所療養介護の事業の基本方針並

びに設備及び運営に関する基準 

第一目・第二目 （略） 第一目・第二目 （略） 

第三目 運営に関する基準 第三目 運営に関する基準 

第二百九条～第二百十五条 （略） 第二百九条～第二百十五条 （略） 

  

（定員の遵守） （定員の遵守） 

第二百十六条 ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用

者（当該ユニット型指定短期入所療養介護事業者がユニット型指定介護予

防短期入所療養介護事業者（第六百三十条に規定するユニット型指定介護

予防短期入所療養介護事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、ユニ

ット型指定短期入所療養介護の事業とユニット型指定介護予防短期入所

療養介護の事業（第六百二十八条に規定するユニット型指定介護予防短期

入所療養介護の事業をいう。）とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあっては、当該事業所におけるユニット型指定短期入所療

養介護又はユニット型指定介護予防短期入所療養介護の利用者。以下この

条において同じ。）数以上の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護

を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情があ

る場合は、この限りでない。 

第二百十六条 ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用

者（当該ユニット型指定短期入所療養介護事業者がユニット型指定介護予

防短期入所療養介護事業者（第六百三十条に規定するユニット型指定介護

予防短期入所療養介護事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、ユニ

ット型指定短期入所療養介護の事業とユニット型指定介護予防短期入所

療養介護の事業（第六百二十八条に規定するユニット型指定介護予防短期

入所療養介護の事業をいう。）とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合にあっては、当該事業所におけるユニット型指定短期入所療

養介護又はユニット型指定介護予防短期入所療養介護の利用者。以下この

条において同じ。）数以上の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護

を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情があ

る場合は、この限りでない。 

一 （略） 一 （略） 

（削る） 二 ユニット型指定介護療養型医療施設（第四百二十五条に規定するユニ

ット型指定介護療養型医療施設をいう。）であるユニット型指定短期入

所療養介護事業所にあっては、利用者を当該ユニット型指定介護療養型

医療施設の入院患者とみなした場合において入院患者の定員及び病室

の定員を超えることとなる利用者数 

二 （略） 三 （略） 

  

第二百十七条 （略） 第二百十七条 （略） 

  

第十一節 特定施設入居者生活介護 第十一節 特定施設入居者生活介護 
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第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第二百二十二条～第二百二十九条 （略） 第二百二十二条～第二百二十八条 （略） 

  

（口腔
く う

衛生の管理） 

第二百二十九条の二 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の口腔
く う

の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔
く う

衛

生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔
く う

衛生の管理を計画的

に行わなければならない。 

 

（新設） 

 

  

第二百三十条～第二百三十四条 （略）  第二百三十条～第二百三十四条 （略）  

  

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第二百三十五条 （略） 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機

関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定める

ように努めなければならない。 

一 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

応を行う体制を、常時確保していること。 

 二 当該指定特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった

場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、一年に一回以上、協力医療機関

との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協

力医療機関の名称等を、知事に届け出なければならない。 

４ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第六条第十七項に

規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」とい

う。）との間で、新興感染症（同条第七項に規定する新型インフルエンザ

等感染症、同条第八項に規定する指定感染症又は同条第九項に規定する新

感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めな

ければならない。 

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定

第二百三十五条 （略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の

医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となっ

た場合においては、再び当該指定特定施設に速やかに入居させることがで

きるように努めなければならない。 

 

 

（新設） 

 

７ （略） ２ （略） 

  

第二百三十六条 （略） 第二百三十六条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第二百三十七条 （略） 第二百三十七条 （略） 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定特定施設入

居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

二年間保存しなければならない。 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定特定施設入

居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

二年間保存しなければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 第二百二十五条第二項の規定による提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

二 第二百二十五条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

三 省令第百八十三条第五項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 省令第百八十三条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 第二百三十四条第三項の規定による結果等の記録 四 第二百三十四条第三項に規定する結果等の記録 

五 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

五 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

六 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

六 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

七 省令第百九十二条において準用する省令第三十七条第二項の規定に

よる事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

七 省令第百九十二条において準用する省令第三十七条第二項に規定す

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

（準用） （準用） 

第二百三十八条 第十二条、第十三条、第二十二条、第二十七条、第三十二

条の二、第三十四条から第三十六条まで、第三十七条、第三十八条、第四

十条から第四十一条まで、第五十五条、第五十六条、第百十一条、第百五

十九条、第百六十六条及び第百六十七条の二の規定は、指定特定施設入居

第二百三十八条 第十二条、第十三条、第二十二条、第二十七条、第三十二

条の二、第三十四条から第三十六条まで、第三十七条、第三十八条、第四

十条から第四十一条まで、第五十五条、第五十六条、第百十一条、第百五

十九条及び第百六十六条の規定は、指定特定施設入居者生活介護の事業に
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者生活介護の事業について準用する。この場合において、第三十二条の二

中「第三十条の二」とあるのは「第百九十二条において準用する省令第三

十条の二」と、第三十四条第一項中「訪問介護員等」とあるのは「特定施

設従業者」と、第三十五条中「第三十三条」とあるのは「第百九十二条に

おいて準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第三十七条」とあるの

は「第百九十二条において準用する省令第三十七条」と、第四十条の二中

「第三十七条の二」とあるのは「第百九十二条において準用する省令第三

十七条の二」と、第五十五条中「訪問入浴介護従業者」とあるのは「特定

施設従業者」と、第百十一条中「第百四条」とあるのは「第百九十二条に

おいて準用する省令第百四条」と読み替えるものとする。 

ついて準用する。この場合において、第三十二条の二中「第三十条の二」

とあるのは「第百九十二条において準用する省令第三十条の二」と、第三

十四条第一項中「訪問介護員等」とあるのは「特定施設従業者」と、第三

十五条中「第三十三条」とあるのは「第百九十二条において準用する省令

第三十三条」と、第四十条中「第三十七条」とあるのは「第百九十二条に

おいて準用する省令第三十七条」と、第四十条の二中「第三十七条の二」

とあるのは「第百九十二条において準用する省令第三十七条の二」と、第

五十五条中「訪問入浴介護従業者」とあるのは「特定施設従業者」と、第

百十一条中「第百四条」とあるのは「第百九十二条において準用する省令

第百四条」と読み替えるものとする。 

  

第五款 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の事

業の基本方針、人員並びに設備及び運営に関する基準 

第五款 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の事

業の基本方針、人員並びに設備及び運営に関する基準 

第一目～第三目 （略） 第一目～第三目 （略） 

第四目 運営に関する基準 第四目 運営に関する基準 

第二百四十四条～第二百四十七条 （略）  第二百四十四条～第二百四十七条 （略）  

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第二百四十八条 （略） 第二百四十八条 （略） 

２ 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対

する外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

２ 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対

する外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の提供に関する次

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

一 （略） 一 （略） 

二 第二百四十五条第二項の規定による受託居宅サービス事業者から受

けた報告に係る記録 

二 第二百四十五条第二項に規定する受託居宅サービス事業者から受け

た報告に係る記録 

三 前条第八項の規定による結果等の記録 三 前条第八項に規定する結果等の記録 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

四 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

六 省令第百九十二条の十二において準用する省令第三十七条第二項の

規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 省令第百九十二条の十二において準用する省令第三十七条第二項に

規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 
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七 次条において準用する第二百二十五条第二項の規定による提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

七 次条において準用する第二百二十五条第二項に規定する提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

八 省令第百九十二条の十二において準用する省令第百八十三条第五項

の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

八 省令第百九十二条の十二において準用する省令第百八十三条第五項

に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由の記録 

九 次条において準用する第二百三十四条第三項の規定による結果等の

記録 

九 次条において準用する第二百三十四条第三項に規定する結果等の記

録 

  

第二百四十九条 （略） 第二百四十九条 （略） 

  

第十二節 福祉用具貸与 第十二節 福祉用具貸与 

第一款 （略） 第一款 （略） 

第二款 人員に関する基準 第二款 人員に関する基準 

（福祉用具専門相談員の員数） （福祉用具専門相談員の員数） 

第二百五十一条 指定福祉用具貸与の事業を行う者（以下この節及び第六百

七十九条第三項において「指定福祉用具貸与事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下この節において「指定福祉用具貸与事業所」という。）

ごとに置くべき福祉用具専門相談員（介護保険法施行令（平成十年政令第

四百十二号）第四条第一項に規定する福祉用具専門相談員をいう。以下こ

の章及び第六章において同じ。）の員数に係る基準は、省令第百九十四条

に規定する基準の例によることとする。 

第二百五十一条 指定福祉用具貸与の事業を行う者（以下この節及び第六百

七十九条第三項において「指定福祉用具貸与事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下この節において「指定福祉用具貸与事業所」という。）

ごとに置くべき福祉用具専門相談員（介護保険法施行令第四条第一項に規

定する福祉用具専門相談員をいう。以下この章及び第六章において同じ。）

の員数に係る基準は、省令第百九十四条に規定する基準の例によることと

する。 

  

第二百五十二条 （略） 第二百五十二条 （略） 

第三款 （略） 第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第二百五十四条・第二百五十五条 （略） 第二百五十四条・第二百五十五条 （略） 

  

（指定福祉用具貸与の具体的取扱方針） （指定福祉用具貸与の具体的取扱方針） 

第二百五十六条 指定福祉用具貸与の具体的取扱方針に係る基準は、省令第

百九十九条に規定する基準の例によることとする。 

第二百五十六条 福祉用具専門相談員の行う指定福祉用具貸与の方針は、次

に掲げるところによるものとする。 

 

 

一 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、次条第一項に規定する福祉用

具貸与計画に基づき、福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよ

う、専門的知識に基づき相談に応じるとともに、目録等の文書を示して
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福祉用具の機能、使用方法、利用料、全国平均貸与価格等に関する情報

を提供し、個別の福祉用具の貸与に係る同意を得ること。 

 

 

二 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、貸与する福祉用具の機能、安

全性、衛生状態等に関し、点検を行うこと。 

 三 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者の身体の状況等に応じ

て福祉用具の調整を行うとともに、当該福祉用具の使用方法、使用上の

留意事項、故障時の対応等を記載した文書を利用者に交付し、十分な説

明を行った上で、必要に応じて利用者に実際に当該福祉用具を使用させ

ながら使用方法の指導を行うこと。 

 四 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者等からの要請等に応じ

て、貸与した福祉用具の使用状況を確認し、必要な場合は、使用方法の

指導、修理等を行うこと。 

 

 

五 居宅サービス計画に指定福祉用具貸与が位置付けられる場合には、当

該計画に指定福祉用具貸与が必要な理由が記載されるとともに、当該利

用者に係る介護支援専門員により、必要に応じて随時その必要性が検討

された上で、継続が必要な場合にはその理由が居宅サービス計画に記載

されるように必要な措置を講ずるものとすること。 

 六 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、同一種目における機能又は価

格帯の異なる複数の福祉用具に関する情報を利用者に提供するものと

すること。 

  

（福祉用具貸与計画の作成） （福祉用具貸与計画の作成） 

第二百五十七条 福祉用具専門相談員は、利用者の希望、心身の状況及びそ

の置かれている環境を踏まえ、指定福祉用具貸与の目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容、福祉用具貸与計画の実施状況の把握

（以下この条において「モニタリング」という。）を行う時期等を記載し

た福祉用具貸与計画を作成しなければならない。この場合において、指定

特定福祉用具販売の利用があるときは、第二百十四条の二第一項に規定す

る特定福祉用具販売計画と一体のものとして作成されなければならない。 

第二百五十七条 福祉用具専門相談員は、利用者の希望、心身の状況及びそ

の置かれている環境を踏まえ、指定福祉用具貸与の目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容等を記載した福祉用具貸与計画を作

成しなければならない。この場合において、指定特定福祉用具販売の利用

があるときは、第二百七十五条第一項に規定する特定福祉用具販売計画と

一体のものとして作成されなければならない。 

２～４ （略）  ２～４ （略）  

５ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成後、モニタリングを行

うものとする。ただし、対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の提供に当

たっては、福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時から六月以内

（新設） 
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に少なくとも一回モニタリングを行い、その継続の必要性について検討を

行うものとする。 

６ 福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記録し、当該記録をサー

ビスの提供に係る居宅サービス計画を作成した指定居宅介護支援事業者

に報告しなければならない。 

 

 

（新設） 

 

７ 福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて当

該福祉用具貸与計画の変更を行うものとする。 

５ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成後、当該福祉用具貸与

計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更

を行うものとする。 

８ （略） ６ （略） 

  

第二百五十八条～第二百六十一条 （略）  第二百五十八条～第二百六十一条 （略）  

  

（掲示及び目録の備付け） （掲示及び目録の備付け） 

第二百六十二条 指定福祉用具貸与事業者は、事業所の見やすい場所に、運

営規程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められ

る重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を掲示しな

ければならない。 

第二百六十二条 指定福祉用具貸与事業者は、事業所の見やすい場所に、運

営規程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められ

る重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定福祉用具貸与事業者は、重要事項を記載した書面を当該指定福祉用

具貸与事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させ

ることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。 

２ 指定福祉用具貸与事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該

指定福祉用具貸与事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由

に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

（新設） 

 

４ （略） ３ （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第二百六十三条 （略） 第二百六十三条 （略） 

２ 指定福祉用具貸与事業者は、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければ

ならない。 

２ 指定福祉用具貸与事業者は、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければ

ならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

二 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 



21/95  

改正案 現 行 

三 省令第百九十九条第七号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（新設） 

 

四 省令第二百三条第四項の規定による結果等の記録 三 省令第二百三条第四項に規定する結果等の記録 

五 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

四 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

六 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

七 省令第二百五条において準用する省令第三十七条第二項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 省令第二百五条において準用する省令第三十七条第二項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

（準用） （準用） 

第二百六十四条 第九条から第二十条まで、第二十二条、第二十七条、第三

十二条の二、第三十五条、第三十六条、第三十七条から第四十一条まで、

第五十六条並びに第百八条第一項、第二項及び第四項の規定は、指定福祉

用具貸与の事業について準用する。この場合において、第九条中「第八条」

とあるのは「第二百五条において準用する省令第八条」と、第十条中「第

九条」とあるのは「第二百五条において準用する省令第九条」と、第十一

条中「以下この章において同じ。）」とあるのは「以下この章において同

じ。）、取り扱う福祉用具の種目」と、第十五条第二項中「適切な指導」

とあるのは「適切な相談又は助言」と、第十九条中「訪問介護員等」とあ

るのは「従業者」と、「初回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、

第二十条第一項中「提供日及び内容」とあるのは「提供の開始日及び終了

日並びに種目及び品名」と、第二十二条中「内容」とあるのは「種目、品

名」と、第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第二百五条にお

いて準用する省令第三十条の二」と、第三十五条中「第三十三条」とある

のは「第二百五条において準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第

三十七条」とあるのは「第二百五条において準用する省令第三十七条」と、

第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第二百五条において準用

する省令第三十七条の二」と、第百八条第二項中「処遇」とあるのは「サ

ービス利用」と、同条第四項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具

専門相談員」と読み替えるものとする。 

第二百六十四条 第九条から第二十条まで、第二十二条、第二十七条、第三

十二条の二、第三十五条、第三十六条、第三十七条から第四十一条まで、

第五十六条並びに第百八条第一項、第二項及び第四項の規定は、指定福祉

用具貸与の事業について準用する。この場合において、第九条中「第八条」

とあるのは「第二百五条において準用する省令第八条」と、第十条中「第

九条」とあるのは「第二百五条において準用する省令第九条」と、第十一

条中「以下この章において同じ。）」とあるのは「以下この章において同

じ。）、取り扱う福祉用具の種目」と、第十五条第二項中「適切な指導」

とあるのは「適切な相談又は助言」と、第十九条中「訪問介護員等」とあ

るのは「従業者」と、「初回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、

第二十条第一項中「提供日及び内容」とあるのは「提供の開始日及び終了

日並びに種目及び品名」と、第二十二条中「内容」とあるのは「種目、品

名」と、第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第二百五条にお

いて準用する省令第三十条の二」と、第三十五条中「第三十三条」とある

のは「第二百五条において準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第

三十七条」とあるのは「第二百五条において準用する省令第三十七条」と、

第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第二百五条において準用

する省令第三十七条の二」と、第百八条第一項、第二項及び第四項中「通

所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第二項中「処

遇」とあるのは「サービス利用」と読み替えるものとする。 

  

第五款 基準該当居宅サービスに関する基準 第五款 基準該当居宅サービスに関する基準 
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第二百六十五条 （略） 第二百六十五条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第二百六十六条 第九条から第十五条まで、第十七条から第二十条まで、第

二十二条、第二十七条、第三十二条の二、第三十五条、第三十六条、第三

十七条から第四十一条まで（第三十八条第五項及び第六項を除く。）、第

五十六条、第百八条第一項、第二項及び第四項、第二百五十条、第二百五

十二条、第二百五十三条並びに前款（第二百五十四条第一項及び第二百六

十四条を除く。）の規定は、基準該当福祉用具貸与の事業について準用す

る。この場合において、第九条中「第八条」とあるのは「第二百六条にお

いて準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは「第二百六

条において準用する省令第九条」と、第十一条中「以下この章において同

じ。）」とあるのは「以下この章において同じ。）、取り扱う福祉用具の

種目」と、第十五条第二項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談又は

助言」と、第十九条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、第二十

条第一項中「提供日及び内容、当該指定訪問介護について法第四十一条第

六項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の

額」とあるのは「提供の開始日及び終了日、種目、品名」と、第二十二条

中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準

該当福祉用具貸与」と、第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第

二百六条において準用する省令第三十条の二」と、第三十五条中「第三十

三条」とあるのは「第二百六条において準用する省令第三十三条」と、第

四十条中「第三十七条」とあるのは「第二百六条において準用する省令第

三十七条」と、第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第二百六

条において準用する省令第三十七条の二」と、第百八条第二項中「処遇」

とあるのは「サービスの利用」と、同条第四項中「通所介護従業者」とあ

るのは「福祉用具専門相談員」と、第二百五十二条中「第百九十五条」と

あるのは「第二百六条において準用する省令第百九十五条」と、第二百五

十四条第二項中「法定代理受領サービスに該当しない指定福祉用具貸与」

とあるのは「基準該当福祉用具貸与」と、同条第三項中「前二項」とある

のは「前項」と、第二百五十六条中「第百九十九条」とあるのは「第二百

六条において準用する省令第百九十九条」と、第二百六十一条中「第二百

三条」とあるのは「第二百六条において準用する省令第二百三条」と、第

第二百六十六条 第九条から第十五条まで、第十七条から第二十条まで、第

二十二条、第二十七条、第三十二条の二、第三十五条、第三十六条、第三

十七条から第四十一条まで（第三十八条第五項及び第六項を除く。）、第

五十六条、第百八条第一項、第二項及び第四項、第二百五十条、第二百五

十二条、第二百五十三条並びに前款（第二百五十四条第一項及び第二百六

十四条を除く。）の規定は、基準該当福祉用具貸与の事業について準用す

る。この場合において、第九条中「第八条」とあるのは「第二百六条にお

いて準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは「第二百六

条において準用する省令第九条」と、第十一条中「以下この章において同

じ。）」とあるのは「以下この章において同じ。）、取り扱う福祉用具の

種目」と、第十五条第二項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談又は

助言」と、第十九条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、第二十

条第一項中「提供日及び内容、当該指定訪問介護について法第四十一条第

六項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の

額」とあるのは「提供の開始日及び終了日、種目、品名」と、第二十二条

中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準

該当福祉用具貸与」と、第三十二条の二中「第三十条の二」とあるのは「第

二百六条において準用する省令第三十条の二」と、第三十五条中「第三十

三条」とあるのは「第二百六条において準用する省令第三十三条」と、第

四十条中「第三十七条」とあるのは「第二百六条において準用する省令第

三十七条」と、第四十条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第二百六

条において準用する省令第三十七条の二」と、第百八条第一項、第二項及

び第四項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同

条第二項中「処遇」とあるのは「サービスの利用」と、第二百五十二条中

「第百九十五条」とあるのは「第二百六条において準用する省令第百九十

五条」と、第二百五十四条第二項中「法定代理受領サービスに該当しない

指定福祉用具貸与」とあるのは「基準該当福祉用具貸与」と、同条第三項

中「前二項」とあるのは「前項」と、第二百六十一条中「第二百三条」と

あるのは「第二百六条において準用する省令第二百三条」と読み替えるも

のとする。 



23/95  

改正案 現 行 

二百六十三条第二項第三号中「第百九十九条」とあるのは「第二百六条に

おいて準用する省令第百九十九条」と、同項第四号中「第二百三条」とあ

るのは「第二百六条において準用する省令第二百三条」と、同項第七号中

「第二百五条」とあるのは「第二百六条」と読み替えるものとする。 

  

第十三節 特定福祉用具販売 第十三節 特定福祉用具販売 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第二百七十一条 （略） 第二百七十一条 （略） 

  

（販売費用の額等の受領） （販売費用の額等の受領） 

第二百七十二条 指定特定福祉用具販売事業者は、指定特定福祉用具販売を

提供した際には、法第四十四条第三項に規定する現に当該特定福祉用具の

購入に要した費用の額（次条において「販売費用の額」という。）の支払

を受けるものとする。 

第二百七十二条 指定特定福祉用具販売事業者は、指定特定福祉用具販売を

提供した際には、法第四十四条第三項に規定する現に当該特定福祉用具の

購入に要した費用の額（次条及び第二百七十四条第一号において「販売費

用の額」という。）の支払を受けるものとする。 

２・３ （略）  ２・３ （略）  

  

第二百七十三条 （略） 第二百七十三条 （略） 

  

（指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針） （指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針） 

第二百七十四条 指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針に係る基準は、省

令第二百十四条に規定する基準の例によることとする。 

第二百七十四条 福祉用具専門相談員の行う指定特定福祉用具販売の方針

は、次に掲げるところによるものとする。 

 一 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、次条第一項に規定する特

定福祉用具販売計画に基づき、特定福祉用具が適切に選定され、かつ、

使用されるよう、専門的知識に基づき相談に応じるとともに、目録等の

文書を示して特定福祉用具の機能、使用方法、販売費用の額等に関する

情報を提供し、個別の特定福祉用具の販売に係る同意を得ること。 

 

 二 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、販売する特定福祉用具の

機能、安全性、衛生状態等に関し、点検を行うこと。 

 三 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、利用者の身体の状況等に

応じて特定福祉用具の調整を行うとともに、当該特定福祉用具の使用方

法、使用上の留意事項等を記載した文書を利用者に交付し、十分な説明
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を行った上で、必要に応じて利用者に実際に当該特定福祉用具を使用さ

せながら使用方法の指導を行うこと。 

 

 四 居宅サービス計画に指定特定福祉用具販売が位置付けられる場合に

は、当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由が記載されるように必要

な措置を講ずること。 

  

（特定福祉用具販売計画の作成） （特定福祉用具販売計画の作成） 

第二百七十五条 （略） 第二百七十五条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提

供に当たっては、特定福祉用具販売計画の作成後、当該特定福祉用具販売

計画に記載した目標の達成状況の確認を行うものとする。 

（新設） 

 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第二百七十六条 （略） 第二百七十六条 （略） 

２ 指定特定福祉用具販売事業者は、利用者に対する指定特定福祉用具販売

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

２ 指定特定福祉用具販売事業者は、利用者に対する指定特定福祉用具販売

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 第二百七十一条の規定による提供した具体的なサービスの内容等の

記録 

三 省令第二百十四条第七号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

二 第二百七十一条に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

（新設） 

 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

三 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

四 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

六 省令第二百十六条において準用する省令第三十七条第二項の規定に

よる事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

五 省令第二百十六条において準用する省令第三十七条第二項に規定す

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

（準用） （準用） 

第二百七十七条 第九条から第十五条まで、第十七条から第十九条まで、第 第二百七十七条 第九条から第十五条まで、第十七条から第十九条まで、第
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二十七条、第三十二条の二、第三十三条、第三十五条、第三十六条、第三

十七条から第四十一条まで、第五十六条、第百八条第一項、第二項及び第

四項、第二百五十五条、第二百五十八条から第二百六十条まで並びに第二

百六十二条の規定は、指定特定福祉用具販売の事業について準用する。こ

の場合において、第九条中「第八条」とあるのは「第二百十六条において

準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは「第二百十六条

において準用する省令第九条」と、第十一条中「以下この章において同

じ。）」とあるのは「以下この章において同じ。）、取り扱う特定福祉用

具の種目」と、第十五条第二項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談

又は助言」と、第十九条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、「初

回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、第三十二条の二中「第三

十条の二」とあるのは「第二百十六条において準用する省令第三十条の二」

と、第三十三条中「第三十一条」とあるのは「第二百十六条において準用

する省令第三十三条」と、第三十五条中「第三十三条」とあるのは「第二

百十六条において準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第三十七条」

とあるのは「第二百十六条において準用する省令第三十七条」と、第四十

条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第二百十六条において準用する

省令第三十七条の二」と、第百八条第二項中「処遇」とあるのは「サービ

ス利用」と、同条第四項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門

相談員」と、第二百五十五条中「福祉用具」とあるのは「特定福祉用具」

と、「貸与」とあるのは「販売」と、第二百五十八条中「利用料」とある

のは「販売費用の額」と、第二百五十九条及び第二百六十条中「福祉用具」

とあるのは「特定福祉用具」と読み替えるものとする。 

二十七条、第三十二条の二、第三十三条、第三十五条、第三十六条、第三

十七条から第四十一条まで、第五十六条、第百八条第一項、第二項及び第

四項、第二百五十五条、第二百五十八条から第二百六十条まで並びに第二

百六十二条の規定は、指定特定福祉用具販売の事業について準用する。こ

の場合において、第九条中「第八条」とあるのは「第二百十六条において

準用する省令第八条」と、第十条中「第九条」とあるのは「第二百十六条

において準用する省令第九条」と、第十一条中「以下この章において同

じ。）」とあるのは「以下この章において同じ。）、取り扱う特定福祉用

具の種目」と、第十五条第二項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談

又は助言」と、第十九条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、「初

回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、第三十二条の二中「第三

十条の二」とあるのは「第二百十六条において準用する省令第三十条の二」

と、第三十三条中「第三十一条」とあるのは「第二百十六条において準用

する省令第三十三条」と、第三十五条中「第三十三条」とあるのは「第二

百十六条において準用する省令第三十三条」と、第四十条中「第三十七条」

とあるのは「第二百十六条において準用する省令第三十七条」と、第四十

条の二中「第三十七条の二」とあるのは「第二百十六条において準用する

省令第三十七条の二」と、第百八条第一項、第二項及び第四項中「通所介

護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第二項中「処遇」

とあるのは「サービス利用」と、第二百五十五条中「福祉用具」とあるの

は「特定福祉用具」と、「貸与」とあるのは「販売」と、第二百五十八条

中「利用料」とあるのは「販売費用の額」と、第二百五十九条及び第二百

六十条中「福祉用具」とあるのは「特定福祉用具」と読み替えるものとす

る。 

  

第十四節 雑則 第十四節 雑則 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第二百七十七条の二 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提

供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この章の

規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。第三百三十一条の二、第三百八十四条の二、

第四百三十八条の五十五及び第七百五条において同じ。）で行うことが規

第二百七十七条の二 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サービスの提

供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この章の

規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。第三百三十一条の二、第三百八十四条の二、

第四百三十八条の二、第四百三十八条の五十五及び第七百五条において同
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定されている又は想定されるもの（第十二条第一項（第四十二条の三、第

四十七条、第五十九条、第六十三条、第七十九条、第八十九条、第九十八

条、第百十三条、第百十五条、第百三十五条、第百四十六条、第百六十九

条（第百八十二条において準用する場合を含む。）、第百八十二条の三、

第百八十九条、第二百五条（第二百十七条において準用する場合を含む。）、

第二百三十八条、第二百四十九条、第二百六十四条、第二百六十六条及び

第二百七十七条において準用する場合を含む。）及び第二百二十五条第一

項（第二百四十九条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定す

るものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下同じ。）により行うことができる。 

じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第十二条第一項

（第四十二条の三、第四十七条、第五十九条、第六十三条、第七十九条、

第八十九条、第九十八条、第百十三条、第百十五条、第百三十五条、第百

四十六条、第百六十九条（第百八十二条において準用する場合を含む。）、

第百八十二条の三、第百八十九条、第二百五条（第二百十七条において準

用する場合を含む。）、第二百三十八条、第二百四十九条、第二百六十四

条、第二百六十六条及び第二百七十七条において準用する場合を含む。）

及び第二百二十五条第一項（第二百四十九条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）により行うこと

ができる。 

２ （略） ２ （略） 

  

第三章 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等 第三章 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等 

第一節～第三節 （略） 第一節～第三節 （略） 

第四節 運営に関する基準 第四節 運営に関する基準 

第二百八十三条～第三百一条 （略） 第二百八十三条～第三百一条 （略） 

  

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第三百一条の二 指定介護老人福祉施設は、現に指定介護福祉施設サービス

の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要

な場合のため、あらかじめ、省令第二条第一項第一号に掲げる医師及び協

力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協力医療機関との連携方法そ

の他の緊急時等における対応方法を定めておかなければならない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、

一年に一回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じ

て緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。  

第三百一条の二 指定介護老人福祉施設は、現に指定介護福祉施設サービス

の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場合その他必要

な場合のため、あらかじめ、省令第二条第一項第一号に掲げる医師との連

携方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなければならな

い。 

（新設） 

  

第三百二条～第三百九条 （略） 第三百二条～第三百九条 （略） 

  

（協力医療機関等） （協力病院等） 
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第三百十条 指定介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等に備えるため

、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第三号の要

件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておかなけれ

ばならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることに

より当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

一 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

応を行う体制を、常時確保していること。 

二 当該指定介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において

診療を行う体制を、常時確保していること。 

三 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定介護老人福祉施設

の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を

要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保

していること。 

２ 指定介護老人福祉施設は、一年に一回以上、協力医療機関との間で、入

所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の

名称等を、知事に届け出なければならない。 

３ 指定介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入

院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合におい

ては、再び当該指定介護老人福祉施設に速やかに入所させることができる

ように努めなければならない。 

第三百十条 指定介護老人福祉施設は、入院治療を必要とする入所者のため

に、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

  （新設） 

 

 

  （新設） 

 

 

 

６ （略） ２ （略） 

  

（掲示） （掲示） 

第三百十一条 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設の見や

すい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関、利用

料その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条に

おいて単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

第三百十一条 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設の見や

すい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料そ

の他のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければ

ならない。 
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２ 指定介護老人福祉施設は、重要事項に規定する事項を記載した書面を当

該指定介護老人福祉施設に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由

に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定介護老人福祉施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指

定介護老人福祉施設に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲

覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

（新設） 

  

第三百十二条～第三百十七条 （略） 第三百十二条～第三百十七条 （略） 

  

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置） 

第三百十七条の三 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設に

おける業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資

する取組の促進を図るため、当該指定介護老人福祉施設における入所者の

安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 

 

（新設） 

  

第三百十八条 （略） 第三百十八条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第三百十九条 （略） 第三百十九条 （略） 

２ 指定介護老人福祉施設は、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しな

ければならない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、入所者に対する指定介護福祉施設サービスの

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しな

ければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 第二百八十九条第二項の規定による提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

二 第二百八十九条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

三 省令第十一条第五項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 省令第十一条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際

の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 第三百一条の規定による市町村への通知に係る記録 四 第三百一条に規定する市町村への通知に係る記録 

五 第三百十五条第二項の規定による苦情の内容等の記録 五 第三百十五条第二項に規定する苦情の内容等の記録 

六 省令第三十五条第三項の規定による事故の状況及び事故に際して採 六 省令第三十五条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ
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った処置についての記録 た処置についての記録 

  

第五節・第六節 （略） 第五節・第六節 （略） 

  

第四章 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準 

第四章 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準 

第一節～第三節 （略） 第一節～第三節 （略） 

第四節 運営に関する基準 第四節 運営に関する基準 

第三百三十七条～第三百四十八条 （略） 第三百三十七条～第三百四十八条 （略） 

  

（必要な医療の提供が困難な場合等の措置等） （必要な医療の提供が困難な場合等の措置等） 

第三百四十九条 介護老人保健施設の医師は、入所者の病状からみて当該介

護老人保健施設において自ら必要な医療を提供することが困難であると

認めたときは、協力医療機関その他適当な病院若しくは診療所への入院の

ための措置を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療について適切な措

置を講じなければならない。 

第三百四十九条 介護老人保健施設の医師は、入所者の病状からみて当該介

護老人保健施設において自ら必要な医療を提供することが困難であると

認めたときは、協力病院その他適当な病院若しくは診療所への入院のため

の措置を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療について適切な措置を

講じなければならない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

第三百五十条～第三百六十三条 （略） 第三百五十条～第三百六十三条 （略） 

  

（協力医療機関等） （協力病院） 

第三百六十四条 介護老人保健施設は、入所者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第三号の

要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておかなけ

ればならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めること

により当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

一 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

応を行う体制を、常時確保していること。 

二 当該介護老人保健施設からの診療の求めがあった場合において診療

を行う体制を、常時確保していること。 

三 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護老人保健施設の医

師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要す

ると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保して

第三百六十四条 介護老人保健施設は、入所者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 （新設） 
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いること。 

２ 介護老人保健施設は、一年に一回以上、協力医療機関との間で、入所者

の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称

等を、知事に届け出なければならない。 

３ 介護老人保健施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 介護老人保健施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院し

た後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該介護老人保健施設に速やかに入所させることができるように努

めなければならない。 

 

 （新設） 

 

 

 （新設） 

 

 （新設） 

 

 

 （新設） 

６ （略） ２ （略） 

  

（掲示） （掲示） 

第三百六十五条 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設の見やすい場

所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関、利用料その

他のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において

単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

第三百六十五条 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設の見やすい場

所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料その他の

サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならな

い。 

２ 介護老人保健施設は、重要事項を記載した書面を当該介護老人保健施設

に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

前項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 介護老人保健施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

２ 介護老人保健施設は、前項に規定する事項を記載した書面を当該介護老

人保健施設に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させる

ことにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

（新設） 

  

第三百六十六条～第三百七十条 （略） 第三百六十六条～第三百七十条 （略） 

  

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置） 

第三百七十条の三 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設における業

務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組

の促進を図るため、当該介護老人保健施設における入所者の安全並びに介

 

 

（新設） 
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護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するため

の委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

を定期的に開催しなければならない。 

 

  

第三百七十一条 （略） 第三百七十一条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第三百七十二条 （略） 第三百七十二条 （略） 

２ 介護老人保健施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければな

らない。 

２ 介護老人保健施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければな

らない。 

一 （略） 一 （略） 

二 第三百四十二条第四項の規定による居宅において日常生活を営むこ

とができるかどうかについての検討の内容等の記録 

二 第三百四十二条第四項に規定する居宅において日常生活を営むこと

ができるかどうかについての検討の内容等の記録 

三 第三百四十三条第二項の規定による提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

三 第三百四十三条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

四 省令第十三条第五項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 省令第十三条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際

の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

五 第三百五十五条の規定による市町村への通知に係る記録 五 第三百五十五条に規定する市町村への通知に係る記録 

六 第三百六十八条第二項の規定による苦情の内容等の記録 六 第三百六十八条第二項に規定する苦情の内容等の記録 

七 省令第三十六条第三項の規定による事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

七 省令第三十六条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

  

第五節・第六節 （略） 第五節・第六節 （略） 

  

   第五章 削除 第五章 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準 

 第一節 総則 

 （定義） 

第三百八十五条から第四百三十八条の二まで 削除 第三百八十五条 この章において使用する用語は、特別の定めがある場合を

除き、健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）

附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れた同法第二十六条の規定による改正前の法及び指定介護療養型医療施
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設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚生省令第四十一号。

健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第

百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされたも

のをいう。附則第二条第五号において同じ。）（以下この章において「省

令」という。）において使用する用語の例による。 

  

 （基本方針） 

 第三百八十六条 指定介護療養型医療施設は、長期にわたる療養を必要とす

る要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、

医学的管理の下における介護その他の世話及び機能訓練その他の必要な

医療を行うことにより、その者がその有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことができるようにするものでなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、入院患者の意思及び人格を尊重し、常に入

院患者の立場に立って指定介護療養施設サービスの提供に努めなければ

ならない。 

 ３ 指定介護療養型医療施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を

行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険

施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接

な連携に努めなければならない。 

 ４ 指定介護療養型医療施設は、入院患者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施す

る等の措置を講じなければならない。 

 ５ 指定介護療養型医療施設は、指定介護療養施設サービスを提供するに当

たっては、法第百十八条の二第一項に規定する介護保険等関連情報その他

必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

  

 第二節 人員に関する基準 

 （従業者の員数） 

 第三百八十七条 指定介護療養型医療施設に置くべき従業者の員数に係る

基準は、省令第二条に規定する基準の例によることとする。 

 第三節 設備に関する基準 

  

 （構造設備） 
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 第三百八十八条 指定介護療養型医療施設（療養病床を有する病院に限る。）

の構造設備に係る基準は、省令第三条に規定する基準の例によることとす

る。 

  

 第三百八十九条 指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所に限

る。）の構造設備に係る基準は、省令第四条に規定する基準の例によるこ

ととする。 

  

 第三百九十条 指定介護療養型医療施設（老人性認知症疾患療養病棟を有す

る病院に限る。）の構造設備に係る基準は、省令第五条に規定する基準の

例によることとする。 

  

 第四節 運営に関する基準 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

 第三百九十一条 内容及び手続の説明及び同意に係る基準は、省令第六条に

規定する基準の例によることとする。 

  

 （提供拒否の禁止） 

 第三百九十二条 提供拒否の禁止に係る基準は、省令第六条の二に規定する

基準の例によることとする。 

  

 （サービス提供困難時の対応） 

 第三百九十三条 指定介護療養型医療施設は、患者の病状等を勘案し、自ら

必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、適切な病院

又は診療所等を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければならな

い。 

  

 （受給資格等の確認） 

 第三百九十四条 指定介護療養型医療施設は、指定介護療養施設サービスの

提供を求められた場合には、その者の提示する被保険者証によって、被保

険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめなければ

ならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、前項の被保険者証に法第七十三条第二項に
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規定する認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に

配慮して、指定介護療養施設サービスを提供するように努めなければなら

ない。 

  

 （要介護認定の申請に係る援助） 

 第三百九十五条 指定介護療養型医療施設は、入院の際に要介護認定を受け

ていない患者については、要介護認定の申請が既に行われているかどうか

を確認し、申請が行われていない場合は、患者の意思を踏まえて速やかに

当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、要介護認定の更新の申請が遅くとも当該入

院患者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の三十日前には行わ

れるよう必要な援助を行わなければならない。 

  

 （入退院） 

 第三百九十六条 指定介護療養型医療施設は、長期にわたる療養が必要であ

ると認められる要介護者を対象に、指定介護療養施設サービスを提供する

ものとする。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、入院の申込みを行っている患者の数が入院

患者の定員から入院患者の数を差し引いた数を超えている場合には、長期

にわたる療養及び医学的管理の下における介護の必要性を勘案し、指定介

護療養施設サービスを受ける必要性が高いと認められる患者を優先的に

入院させるよう努めなければならない。 

 ３ 指定介護療養型医療施設は、患者の入院に際しては、その者に係る居宅

介護支援事業者に対する照会等により、その者の心身の状況、病歴、生活

歴、指定居宅サービス等の利用状況等の把握に努めなければならない。 

 ４ 指定介護療養型医療施設の医師は、適時、療養の必要性を判断し、医学

的に入院の必要性がないと判断した場合には、患者に対し、退院を指示し

なければならない。 

 ５ 指定介護療養型医療施設は、患者の退院に際しては、その者又はその家

族に対し、適切な指導を行うとともに、居宅サービス計画の作成等の援助

に資するため、居宅介護支援事業者に対する情報の提供に努めるほか、退

院後の主治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉

サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 
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 （サービスの提供の記録） 

 第三百九十七条 指定介護療養型医療施設は、入院に際しては入院の年月日

並びに入院している介護保険施設の種類及び名称を、退院に際しては退院

の年月日を、当該患者の被保険者証に記載しなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、指定介護療養施設サービスを提供した際に

は、提供した具体的なサービスの内容等を記録しなければならない。 

  

 （利用料等の受領） 

 第三百九十八条 指定介護療養型医療施設は、法定代理受領サービス（法第

四十八条第四項の規定により施設介護サービス費（同条第一項に規定する

施設介護サービス費をいう。以下この項及び第四百三十条第一項において

同じ。）が入院患者に代わり当該指定介護療養型医療施設に支払われる場

合の当該施設介護サービス費に係る指定介護療養施設サービスをいう。以

下この章において同じ。）に該当する指定介護療養施設サービスを提供し

た際には、入院患者から利用料（施設介護サービス費の支給の対象となる

費用に係る対価をいう。以下この章において同じ。）の一部として、当該

指定介護療養施設サービスについて法第四十八条第二項に規定する厚生

労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定介

護療養施設サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定介護

療養施設サービスに要した費用の額とする。次項及び第四百三十条におい

て「施設サービス費用基準額」という。）から当該施設に支払われる施設

介護サービス費の額を控除して得られた額の支払を受けるものとする。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、法定代理受領サービスに該当しない指定介

護療養施設サービスを提供した際に入院患者から支払を受ける利用料の

額と、施設サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないように

しなければならない。 

 ３ 指定介護療養型医療施設は、前二項の支払を受ける額のほか、次に掲げ

る費用の額の支払を受けることができる。 

 一 食事の提供に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定

入所者介護サービス費が入院患者に支給された場合は、同条第二項第一

号に規定する食費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特定入所

者介護サービス費が入院患者に代わり当該指定介護療養型医療施設に



36/95  

改正案 現 行 

支払われた場合は、同条第二項第一号に規定する食費の負担限度額）を

限度とする。） 

 二 居住に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者

介護サービス費が入院患者に支給された場合は、同条第二項第二号に規

定する居住費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特定入所者介

護サービス費が入院患者に代わり当該指定介護療養型医療施設に支払

われた場合は、同条第二項第二号に規定する居住費の負担限度額）を限

度とする。） 

 三 知事が定める基準に基づき入院患者が選定する特別な病室の提供を

行ったことに伴い必要となる費用 

 四 知事が定める基準に基づき入院患者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用 

 五 理美容代 

 六 前各号に掲げるもののほか、指定介護療養施設サービスにおいて提供

される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用

であって、その入院患者に負担させることが適当と認められるもの 

 ４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、知事が別に定める

ところによるものとする。 

 ５ 指定介護療養型医療施設は、第三項各号に掲げる費用の額に係るサービ

スの提供に当たっては、あらかじめ、入院患者又は家族に対し、当該サー

ビスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、入院患者の同意

を得なければならない。ただし、同項第一号から第四号までに掲げる費用

に係る同意については、文書によるものとする。 

  

 （保険給付の請求のための証明書の交付） 

 第三百九十九条 指定介護療養型医療施設は、法定代理受領サービスに該当

しない指定介護療養施設サービスに係る費用の支払を受けた場合は、提供

した指定介護療養施設サービスの内容、費用の額その他必要と認められる

事項を記載したサービス提供証明書を患者に対して交付しなければなら

ない。 

  

 （指定介護療養施設サービスの取扱方針） 

 第四百条 指定介護療養施設サービスの取扱方針に係る基準は、省令第十四



37/95  

改正案 現 行 

条に規定する基準の例によることとする。 

  

 （施設サービス計画の作成） 

 第四百一条 指定介護療養型医療施設の管理者は、介護支援専門員に施設サ

ービス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

 ２ 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（以下この条

及び第四百十条において「計画担当介護支援専門員」という。）は、施設

サービス計画の作成に当たっては、入院患者の日常生活全般を支援する観

点から、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含

めて施設サービス計画上に位置付けるよう努めなければならない。 

 ３ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成に当たっては、適

切な方法により、入院患者について、その有する能力、その置かれている

環境等の評価を通じて入院患者が現に抱える問題点を明らかにし、入院患

者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべ

き課題を把握しなければならない。 

 ４ 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する解決すべき課題の把握（次

項及び第九項において「アセスメント」という。）に当たっては、入院患

者及びその家族に面接して行わなければならない。この場合において、計

画担当介護支援専門員は、面接の趣旨を入院患者及びその家族に対して十

分に説明し、理解を得なければならない。 

 ５ 計画担当介護支援専門員は、入院患者の希望、入院患者についてのアセ

スメントの結果及び医師の治療の方針に基づき、入院患者の家族の希望を

勘案して、入院患者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方

針、生活全般の解決すべき課題、指定介護療養施設サービスの目標及びそ

の達成時期、指定介護療養施設サービスの内容、指定介護療養施設サービ

スを提供する上での留意事項等を記載した施設サービス計画の原案を作

成しなければならない。 

 ６ 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議（入院患者に対する指

定介護療養施設サービスの提供に当たる他の担当者（以下この条において

「担当者」という。）を招集して行う会議（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。ただし、入院患者又はその家族（以下この

項において「入院患者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ

電話装置等の活用について当該入院患者等の同意を得なければならな
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い。）をいう。第十一項において同じ。）の開催、担当者に対する照会等

により、当該施設サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門

的な見地からの意見を求めるものとする。 

 ７ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案の内容について入

院患者又はその家族に対して説明し、文書により入院患者の同意を得なけ

ればならない。 

 ８ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画を作成した際には、当該

施設サービス計画を入院患者に交付しなければならない。 

 ９ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、施設サービス

計画の実施状況の把握（入院患者についての継続的なアセスメントを含

む。）を行い、必要に応じて施設サービス計画の変更を行うものとする。 

 10 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する実施状況の把握（第二号に

おいて「モニタリング」という。）に当たっては、入院患者及びその家族

並びに担当者との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、

次に定めるところにより行わなければならない。 

 一 定期的に入院患者に面接すること。 

 二 定期的にモニタリングの結果を記録すること。 

 11 計画担当介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当

者会議の開催、担当者に対する照会等により、施設サービス計画の変更の

必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとす

る。 

 一 入院患者が法第二十八条第二項に規定する要介護更新認定を受けた

場合 

 二 入院患者が法第二十九条第一項に規定する要介護状態区分の変更の

認定を受けた場合 

 12 第二項から第八項までの規定は、第九項に規定する施設サービス計画の

変更について準用する。 

  

 （診療の方針） 

 第四百二条 診療の方針に係る基準は、省令第十六条に規定する基準の例に

よることとする。 

  

 （機能訓練） 
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 第四百三条 指定介護療養型医療施設は、入院患者の心身の諸機能の維持回

復を図り、日常生活の自立を助けるため、必要に応じて理学療法、作業療

法その他適切なリハビリテーションを計画的に行わなければならない。 

  

 （栄養管理） 

 第四百三条の二 指定介護療養型医療施設は、入院患者の栄養状態の維持及

び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入院患者の

状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

  

 （口腔（くう）衛生の管理） 

 第四百三条の三 指定介護療養型医療施設は、入院患者の口腔（くう）の健

康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔（くう）

衛生の管理体制を整備し、各入院患者の状態に応じた口腔（くう）衛生の

管理を計画的に行わなければならない。 

  

 （看護及び医学的管理の下における介護） 

 第四百四条 看護及び医学的管理の下における介護に係る基準は、省令第十

八条に規定する基準の例によることとする。 

  

 （食事の提供） 

 第四百五条 入院患者の食事は、栄養並びに入院患者の身体の状態、病状及

び嗜（し）好を考慮したものとするとともに、適切な時間に行われなけれ

ばならない。 

 ２ 入院患者の食事は、その者の自立の支援に配慮して、できるだけ離床し

て食堂で行われるよう努めなければならない。 

  

 （その他のサービスの提供） 

 第四百六条 指定介護療養型医療施設は、適宜入院患者のためのレクリエー

ション行事を行うよう努めるものとする。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、常に入院患者の家族との連携を図るととも

に、入院患者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなければな

らない。 
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 （患者に関する市町村への通知） 

 第四百七条 指定介護療養型医療施設は、指定介護療養施設サービスを受け

ている入院患者が次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意

見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 

 一 指定介護療養施設サービスの利用の必要がなくなったと認められる

にもかかわらず退院しないとき。 

 二 正当な理由なしに指定介護療養施設サービスの利用に関する指示に

従わないことにより、要介護状態の程度を増進させたと認められると

き。 

 三 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとした

とき。 

  

 （管理者の管理） 

 第四百八条 管理者の管理に係る基準は、省令第二十二条に規定する基準の

例によることとする。 

  

 （管理者の責務） 

 第四百九条 指定介護療養型医療施設の管理者は、当該指定介護療養型医療

施設の従業者の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を、一元的に行

わなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設の管理者は、従業者にこの節の規定を遵守させ

るために必要な指揮命令を行うものとする。 

  

 （計画担当介護支援専門員の責務） 

 第四百十条 計画担当介護支援専門員は、第四百一条に規定する業務のほ

か、次に掲げる業務を行うものとする。 

 一 入院の申込みを行っている患者の入院に際し、その者に係る居宅介護

支援事業者に対する照会等により、その者の心身の状況、病歴、生活歴、

指定居宅サービス等の利用状況等を把握すること。 

 二 入院患者の退院に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するた

め、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。 

 三 第四百二十条第二項に規定する苦情の内容等を記録すること。 
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 四 省令第三十四条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置について記録すること。 

  

 （運営規程） 

 第四百十一条 指定介護療養型医療施設は、次に掲げる施設の運営について

の重要事項に関する規程（第四百十七条第一項において「運営規程」とい

う。）を定めておかなければならない。 

 一 事業の目的及び運営の方針 

 二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 三 入院患者の定員 

 四 入院患者に対する指定介護療養施設サービスの内容及び利用料その

他の費用の額 

 五 施設の利用に当たっての留意事項 

 六 非常災害対策 

 七 虐待の防止のための措置に関する事項 

 八 その他施設の運営に関する重要事項 

  

 （勤務体制の確保等） 

 第四百十二条 指定介護療養型医療施設は、入院患者に対し、適切な指定介

護療養施設サービスを提供できるよう、従業者の勤務の体制を定めておか

なければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、当該施設の従業者によって指定介護療養施

設サービスを提供しなければならない。ただし、入院患者の処遇に直接影

響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

 ３ 指定介護療養型医療施設は、従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。その際、当該指定介護療養型医療施設は、

全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八

条第二項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類

する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

 ４ 指定介護療養型医療施設は、適切な指定介護療養施設サービスの提供を

確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を

背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより
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従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必

要な措置を講じなければならない。 

  

 （業務継続計画の策定等） 

 第四百十二条の二 業務継続計画の策定等に係る基準は、省令第二十五条の

二に規定する基準の例によることとする。 

  

 （定員の遵守） 

 第四百十三条 指定介護療養型医療施設は、入院患者の定員及び病室の定員

を超えて入院させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得な

い事情がある場合は、この限りでない。 

  

 （非常災害対策） 

 第四百十四条 指定介護療養型医療施設は、非常災害に関する具体的な計画

を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを

定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地

域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

 ３ 指定介護療養型医療施設は、入院患者の特性に応じ、食糧その他の非常

災害時において必要となる物資の備蓄に努めなければならない。 

  

 （衛生管理等） 

 第四百十五条 衛生管理等に係る基準は、省令第二十八条に規定する基準の

例によることとする。 

  

 （協力歯科医療機関） 

 第四百十六条 指定介護療養型医療施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関

を定めておくよう努めなければならない。 

  

 （掲示） 

 第四百十七条 指定介護療養型医療施設は、当該指定介護療養型医療施設の

見やすい場所に、運営規程の概要並びに従業者の勤務の体制、利用料その
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他のサービスの選択に関する重要事項を掲示しなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、前項に規定する事項を記載した書面を当該

指定介護療養型医療施設に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由

に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

  

 （秘密保持等） 

 第四百十八条 秘密保持等に係る基準は、省令第三十条に規定する基準の例

によることとする。 

  

 （居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止） 

 第四百十九条 指定介護療養型医療施設は、居宅介護支援事業者又はその従

業者に対し、要介護被保険者に当該施設を紹介することの対償として、金

品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、居宅介護支援事業者又はその従業者から、

当該施設からの退院患者を紹介することの対償として、金品その他の財産

上の利益を収受してはならない。 

  

 （苦情処理） 

 第四百二十条 指定介護療養型医療施設は、提供した指定介護療養施設サー

ビスに関する入院患者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じ

なければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦

情の内容等を記録しなければならない。 

 ３ 指定介護療養型医療施設は、提供した指定介護療養施設サービスに関

し、法第二十三条の規定による市町村が行う文書その他の物件の提出若し

くは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、入

院患者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村

から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善

を行わなければならない。 

 ４ 指定介護療養型医療施設は、市町村からの求めがあった場合には、前項

の改善の内容を市町村に報告しなければならない。 

 ５ 指定介護療養型医療施設は、提供した指定介護療養施設サービスに関す
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る入院患者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第百七

十六条第一項第三号の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会

から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行わなければならない。 

 ６ 指定介護療養型医療施設は、国民健康保険団体連合会からの求めがあっ

た場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけれ

ばならない。 

  

 （地域との連携等） 

 第四百二十一条 指定介護療養型医療施設は、その運営に当たっては、地域

住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流

に努めなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、その運営に当たっては、提供した指定介護

療養施設サービスに関する入院患者からの苦情に関して、市町村等が派遣

する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力

するよう努めなければならない。 

  

 （事故発生の防止及び発生時の対応） 

 第四百二十二条 事故発生の防止及び発生時の対応に係る基準は、省令第三

十四条に規定する基準の例によることとする。 

  

 （虐待の防止） 

 第四百二十二条の二 虐待の防止に係る基準は、省令第三十四条の二に規定

する基準の例によることとする。 

  

 （会計の区分） 

 第四百二十三条 指定介護療養型医療施設は、指定介護療養施設サービスの

事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

  

 （記録の整備） 

 第四百二十四条 指定介護療養型医療施設は、従業者、施設及び設備構造並

びに会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

 ２ 指定介護療養型医療施設は、入院患者に対する指定介護療養施設サービ
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スの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存

しなければならない。 

 一 施設サービス計画 

 二 第三百九十七条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

 三 省令第十四条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際

の入院患者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 四 第四百七条に規定する市町村への通知に係る記録 

 五 第四百二十条第二項に規定する苦情の内容等の記録 

 六 省令第三十四条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

  

 第五節 ユニット型指定介護療養型医療施設の基本方針並びに設

備及び運営に関する基準 

 第一款 この節の趣旨及び基本方針 

 （この節の趣旨） 

 第四百二十五条 第三百八十六条、第三節及び前節の規定にかかわらず、ユ

ニット型指定介護療養型医療施設（施設の全部において少数の病室及び当

該病室に近接して設けられる共同生活室（当該病室の入院患者が交流し、

共同で日常生活を営むための場所をいう。第四百三十三条第四項において

同じ。）により一体的に構成される場所（以下この節において「ユニット」

という。）ごとに入院患者の日常生活が営まれ、これに対する支援が行わ

れる指定介護療養型医療施設をいう。以下この節及び第六百三十四条第二

号において同じ。）の基本方針並びに設備及び運営に関する基準について

は、この節に定めるところによる。 

  

 （基本方針） 

 第四百二十六条 ユニット型指定介護療養型医療施設は、入院患者一人一人

の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、その居宅における

生活への復帰を念頭に置いて、入院前の居宅における生活と入院後の生活

が連続したものとなるよう配慮しながら、療養上の管理、看護、医学的管

理の下における介護その他の世話及び機能訓練その他の必要な医療を行

うことにより、各ユニットにおいて入院患者が相互に社会的関係を築き、
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自律的な日常生活を営むことを支援しなければならない。 

 ２ ユニット型指定介護療養型医療施設は、地域や家庭との結び付きを重視

した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他

の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する

者との密接な連携に努めなければならない。 

 ３ ユニット型指定介護療養型医療施設は、入院患者の人権の擁護、虐待の

防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研

修を実施する等の措置を講じなければならない。 

 ４ ユニット型指定介護療養型医療施設は、指定介護療養施設サービスを提

供するに当たっては、法第百十八条の二第一項に規定する介護保険等関連

情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければな

らない。 

  

 第二款 設備に関する基準 

 （構造設備） 

 第四百二十七条 ユニット型指定介護療養型医療施設（療養病床を有する病

院に限る。）の構造設備に係る基準は、省令第三十九条に規定する基準の

例によることとする。 

  

 第四百二十八条 ユニット型指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診

療所に限る。）の構造設備に係る基準は、省令第四十条に規定する基準の

例によることとする。 

  

 第四百二十九条 ユニット型指定介護療養型医療施設（老人性認知症疾患療

養病棟を有する病院に限る。）の構造設備に係る基準は、省令第四十一条

に規定する基準の例によることとする。 

  

 第三款 運営に関する基準 

 （利用料等の受領） 

 第四百三十条 ユニット型指定介護療養型医療施設は、法定代理受領サービ

スに該当する指定介護療養施設サービスを提供した際には、入院患者から

利用料の一部として、施設サービス費用基準額から当該ユニット型指定介

護療養型医療施設に支払われる施設介護サービス費の額を控除して得た
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額の支払を受けるものとする。 

 ２ ユニット型指定介護療養型医療施設は、法定代理受領サービスに該当し

ない指定介護療養施設サービスを提供した際に入院患者から支払を受け

る利用料の額と、施設サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じ

ないようにしなければならない。 

 ３ ユニット型指定介護療養型医療施設は、前二項の支払を受ける額のほ

か、次に掲げる費用の額の支払を受けることができる。 

 一 食事の提供に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定

入所者介護サービス費が入院患者に支給された場合は、同条第二項第一

号に規定する食費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特定入所

者介護サービス費が入院患者に代わり当該ユニット型指定介護療養型

医療施設に支払われた場合は、同条第二項第一号に規定する食費の負担

限度額）を限度とする。） 

 二 居住に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者

介護サービス費が入院患者に支給された場合は、同条第二項第二号に規

定する居住費の基準費用額（同条第四項の規定により当該特定入所者介

護サービス費が入院患者に代わり当該ユニット型指定介護療養型医療

施設に支払われた場合は、同条第二項第二号に規定する居住費の負担限

度額）を限度とする。） 

 三 知事が定める基準に基づき入院患者が選定する特別な病室の提供を

行ったことに伴い必要となる費用 

 四 知事が定める基準に基づき入院患者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用 

 五 理美容代 

 六 前各号に掲げるもののほか、指定介護療養施設サービスにおいて提供

される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用

であって、その入院患者に負担させることが適当と認められるもの 

 ４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、知事が別に定める

ところによるものとする。 

 ５ ユニット型指定介護療養型医療施設は、第三項各号に掲げる費用の額に

係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、入院患者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、

入院患者の同意を得なければならない。ただし、同項第一号から第四号ま
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でに掲げる費用に係る同意については、文書によるものとする。 

  

 （指定介護療養施設サービスの取扱方針） 

 第四百三十一条 指定介護療養施設サービスの取扱方針に係る基準は、省令

第四十三条に規定する基準の例によることとする。 

  

 （看護及び医学的管理の下における介護） 

 第四百三十二条 看護及び医学的管理の下における介護に係る基準は、省令

第四十四条に規定する基準の例によることとする。 

  

 （食事） 

 第四百三十三条 ユニット型指定介護療養型医療施設は、栄養並びに入院患

者の心身の状況及び嗜（し）好を考慮した食事を提供しなければならない。 

 ２ ユニット型指定介護療養型医療施設は、入院患者の心身の状況に応じ

て、適切な方法により、食事の自立について必要な支援を行わなければな

らない。 

 ３ ユニット型指定介護療養型医療施設は、入院患者の生活習慣を尊重した

適切な時間に食事を提供するとともに、入院患者がその心身の状況に応じ

てできる限り自立して食事をとることができるよう必要な時間を確保し

なければならない。 

 ４ ユニット型指定介護療養型医療施設は、入院患者が相互に社会的関係を

築くことができるよう、その意思を尊重しつつ、入院患者が共同生活室で

食事をとることを支援しなければならない。 

  

 （その他のサービスの提供） 

 第四百三十四条 ユニット型指定介護療養型医療施設は、入院患者の嗜（し）

好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するとともに、入

院患者が自律的に行うこれらの活動を支援しなければならない。 

 ２ ユニット型指定介護療養型医療施設は、常に入院患者の家族との連携を

図るとともに、入院患者とその家族との交流等の機会を確保するよう努め

なければならない。 

  

 （運営規程） 
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 第四百三十五条 ユニット型指定介護療養型医療施設は、次に掲げる施設の

運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

 一 施設の目的及び運営の方針 

 二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 三 入院患者の定員 

 四 ユニットの数及びユニットごとの入院患者の定員 

 五 入院患者に対する指定介護療養施設サービスの内容及び利用料その

他の費用の額 

 六 施設の利用に当たっての留意事項 

 七 非常災害対策 

 八 虐待の防止のための措置に関する事項 

 九 その他施設の運営に関する重要事項 

  

 （勤務体制の確保等） 

 第四百三十六条 勤務体制の確保等に係る基準は、省令第四十八条に規定す

る基準の例によることとする。 

  

 （定員の遵守） 

 第四百三十七条 ユニット型指定介護療養型医療施設は、ユニットごとの入

院患者の定員及び病室の定員を超えて入院させてはならない。ただし、災

害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

  

 （準用） 

 第四百三十八条 第三百九十一条から第三百九十七条まで、第三百九十九

条、第四百一条から第四百三条の三まで、第四百七条から第四百十条まで、

第四百十二条の二及び第四百十四条から第四百二十四条までの規定は、ユ

ニット型指定介護療養型医療施設について準用する。この場合において、

第三百九十一条中「第六条」とあるのは「第五十条において準用する省令

第六条」と、第三百九十二条中「第六条の二」とあるのは「第五十条にお

いて準用する省令第六条の二」と、第四百二条中「第十六条」とあるのは

「第五十条において準用する省令第十六条」と、第四百八条中「第二十二

条」とあるのは「第五十条において準用する省令第二十二条」と、第四百

九条第二項中「この節」とあるのは「第五節第三款」と、第四百十条中「第
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四百一条」とあるのは「第四百三十八条において準用する第四百一条」と、

同条第三号及び第四百二十四条第二項第五号中「第四百二十条第二項」と

あるのは「第四百三十八条において準用する第四百二十条第二項」と、第

四百十条第四号及び第四百二十四条第二項第六号中「第三十四条第三項」

とあるのは「第五十条において準用する省令第三十四条第三項」と、第四

百十二条の二中「第二十五条の二」とあるのは「第五十条において準用す

る省令第二十五条の二」と、第四百十五条中「第二十八条」とあるのは「第

五十条において準用する省令第二十八条」と、第四百十八条中「第三十条」

とあるのは「第五十条において準用する省令第三十条」と、第四百二十二

条中「第三十四条」とあるのは「第五十条において準用する省令第三十四

条」と、第四百二十二条の二中「第三十四条の二」とあるのは「第五十条

において準用する省令第三十四条の二」と、第四百二十四条第二項第二号

中「第三百九十七条第二項」とあるのは「第四百三十八条において準用す

る第三百九十七条第二項」と、同項第三号中「第十四条第五項」とあるの

は「第四十三条第七項」と、同項第四号中「第四百七条」とあるのは「第

四百三十八条において準用する第四百七条」と読み替えるものとする。 

  

 第六節 雑則 

 （電磁的記録等） 

 第四百三十八条の二 指定介護療養型医療施設及びその従業者は、作成、保

存その他これらに類するもののうち、この章の規定において書面で行うこ

とが規定されている又は想定されるもの（第三百九十四条第一項（第四百

三十八条において準用する場合を含む。）及び第三百九十七条第一項（第

四百三十八条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するもの

を除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により

行うことができる。 

 ２ 指定介護療養型医療施設及びその従業者は、交付等のうち、この章の規

定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについ

ては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法によ

ることができる。 

  

第五章の二 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準 

第五章の二 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準 
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第一節～第三節 （略） 第一節～第三節 （略） 

第四節 運営に関する基準 第四節 運営に関する基準 

第四百三十八条の七～第四百三十八条の十八 （略） 第四百三十八条の七～第四百三十八条の十八 （略） 

  

（必要な医療の提供が困難な場合等の措置等） （必要な医療の提供が困難な場合等の措置等） 

第四百三十八条の十九 介護医療院の医師は、入所者の病状からみて当該介

護医療院において自ら必要な医療を提供することが困難であると認めた

ときは、協力医療機関その他適当な病院若しくは診療所への入院のための

措置を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療について適切な措置を講

じなければならない。 

第四百三十八条の十九 介護医療院の医師は、入所者の病状からみて当該介

護医療院において自ら必要な医療を提供することが困難であると認めた

ときは、協力病院その他適当な病院若しくは診療所への入院のための措置

を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じな

ければならない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

第四百三十八条の二十～第四百三十八条の三十三 （略） 第四百三十八条の二十～第四百三十八条の三十三 （略） 

  

（協力医療機関等） （協力病院） 

第四百三十八条の三十四 介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第三号の

要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておかなけ

ればならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めること

により当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。 

一 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

応を行う体制を、常時確保していること。 

二 当該介護医療院からの診療の求めがあった場合において診療を行う

体制を、常時確保していること。 

三 入所者の病状が急変した場合等において、当該介護医療院の医師又は

協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認

められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保しているこ

と。 

２ 介護医療院は、一年に一回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状 

 が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、 

 知事に届け出なければならない。 

３ 介護医療院は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時 

 等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 介護医療院は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合にお 

第四百三十八条の三十四 介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるた

め、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

  （新設） 

 

 

 

  （新設） 

 

 

  （新設） 

 

  （新設） 
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 いては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の 

 対応について協議を行わなければならない。 

５ 介護医療院は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後 

 に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再 

 び当該介護医療院に速やかに入所させることができるように努めなけれ 

 ばならない。 

 

   

 （新設） 

６ （略） ２ （略） 

  

（掲示） （掲示） 

第四百三十八条の三十五 介護医療院は、当該介護医療院の見やすい場所

に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関、利用料その他

のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において単

に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

第四百三十八条の三十五 介護医療院は、当該介護医療院の見やすい場所

に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料その他のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 介護医療院は、重要事項を記載した書面を当該介護医療院に備え付け、

かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定

による掲示に代えることができる。 

３ 介護医療院は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。 

２ 介護医療院は、前項に規定する事項を記載した書面を当該介護医療院に

備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

同項の規定による掲示に代えることができる。 

（新設） 

  

第四百三十八条の三十六～第四百三十八条の四十の二 （略） 第四百三十八条の三十六～第四百三十八条の四十の二 （略） 

  

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置） 

 

第四百三十八条の四十の三 介護医療院は、当該介護医療院における業務の

効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促

進を図るため、当該介護医療院における入所者の安全並びに介護サービス

の質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開

催しなければならない。 

 

（新設） 

 

  

第四百三十八条の四十一・第四百三十八条の四十二 （略） 第四百三十八条の四十一・第四百三十八条の四十二 （略） 
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第五節・第六節 （略） 第五節・第六節 （略） 

  

第六章 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等 

第六章 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等 

第一節・第二節 （略） 第一節・第二節 （略） 

第三節 介護予防訪問入浴介護 第三節 介護予防訪問入浴介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第四百八十八条の二～第四百九十二条の三 （略） 第四百八十八条の二～第四百九十二条の三 （略） 

  

（掲示） （掲示） 

第四百九十二条の四 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪

問入浴介護事業所の見やすい場所に、第四百九十二条に規定する重要事項

に関する規程の概要、介護予防訪問入浴介護従業者の勤務の体制その他の

利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条

において単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

を掲示しなければならない。 

第四百九十二条の四 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪

問入浴介護事業所の見やすい場所に、第四百九十二条に規定する重要事項

に関する規程の概要、介護予防訪問入浴介護従業者の勤務の体制その他の

利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しな

ければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、重要事項を記載した書面を当該指

定介護予防訪問入浴介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者

に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることがで

きる。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサ

イトに掲載しなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書

面を当該指定介護予防訪問入浴介護事業所に備え付け、かつ、これをいつ

でも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代え

ることができる。 

（新設） 

  

第四百九十二条の五～第四百九十二条の十一 （略） 第四百九十二条の五～第四百九十二条の十一 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第四百九十三条 （略） 第四百九十三条 （略） 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定介護予防訪問

入浴介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年

間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定介護予防訪問

入浴介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年

間保存しなければならない。 

一 第四百八十八条の十三第二項の規定による提供した具体的なサービ 一 第四百八十八条の十三第二項に規定する提供した具体的なサービス
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スの内容等の記録 

二 省令第五十七条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録  

の内容等の記録 

（新設） 

 

三 第四百八十九条の三の規定による市町村への通知に係る記録 二 第四百八十九条の三に規定する市町村への通知に係る記録 

四 第四百九十二条の八第二項の規定による苦情の内容等の記録 三 第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の内容等の記録 

五 省令第五十三条の十第二項の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

四 省令第五十三条の十第二項に規定する事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

  

第四百九十四条 （略） 第四百九十四条 （略） 

  

第五款 （略） 第五款 （略） 

第六款 基準該当介護予防サービスに関する基準 第六款 基準該当介護予防サービスに関する基準 

第四百九十七条～第四百九十九条 （略） 第四百九十七条～第四百九十九条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第五百条 第一款、第四款（第四百八十八条の九、第四百八十九条第一項、

第四百九十二条の八第五項及び第六項並びに第四百九十四条を除く。）及

び前款の規定は、基準該当介護予防訪問入浴介護の事業について準用す

る。この場合において、第四百八十八条の二中「第四十九条の二」とある

のは「第六十一条において準用する省令第四十九条の二」と、第四百八十

八条の三中「第四十九条の三」とあるのは「第六十一条において準用する

省令第四十九条の三」と、第四百八十八条の十三第一項中「内容、当該指

定介護予防訪問入浴介護について法第五十三条第四項の規定により利用

者に代わって支払を受ける介護予防サービス費の額」とあるのは「内容」

と、第四百八十九条第二項中「法定代理受領サービスに該当しない指定介

護予防訪問入浴介護」とあるのは「基準該当介護予防訪問入浴介護」と、

同条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第四百八十九条の二中「法

定代理受領サービスに該当しない指定介護予防訪問入浴介護」とあるのは

「基準該当介護予防訪問入浴介護」と、第四百九十二条の二の二中「第五

十三条の二の二」とあるのは「第六十一条において準用する省令第五十三

条の二の二」と、第四百九十二条の三中「第五十三条の三」とあるのは「第

六十一条において準用する省令第五十三条の三」と、第四百九十二条の四

第一項中「第四百九十二条」とあるのは「第五百条において準用する第四

第五百条 第一款、第四款（第四百八十八条の九、第四百八十九条第一項、

第四百九十二条の八第五項及び第六項並びに第四百九十四条を除く。）及

び前款の規定は、基準該当介護予防訪問入浴介護の事業について準用す

る。この場合において、第四百八十八条の二中「第四十九条の二」とある

のは「第六十一条において準用する省令第四十九条の二」と、第四百八十

八条の三中「第四十九条の三」とあるのは「第六十一条において準用する

省令第四十九条の三」と、第四百八十八条の十三第一項中「内容、当該指

定介護予防訪問入浴介護について法第五十三条第四項の規定により利用

者に代わって支払を受ける介護予防サービス費の額」とあるのは「内容」

と、第四百八十九条第二項中「法定代理受領サービスに該当しない指定介

護予防訪問入浴介護」とあるのは「基準該当介護予防訪問入浴介護」と、

同条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第四百八十九条の二中「法

定代理受領サービスに該当しない指定介護予防訪問入浴介護」とあるのは

「基準該当介護予防訪問入浴介護」と、第四百九十二条の二の二中「第五

十三条の二の二」とあるのは「第六十一条において準用する省令第五十三

条の二の二」と、第四百九十二条の三中「第五十三条の三」とあるのは「第

六十一条において準用する省令第五十三条の三」と、第四百九十二条の四

第一項中「第四百九十二条」とあるのは「第五百条において準用する第四
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百九十二条」と、第四百九十二条の五中「第五十三条の五」とあるのは「第

六十一条において準用する省令第五十三条の五」と、第四百九十二条の十

中「第五十三条の十」とあるのは「第六十一条において準用する省令第五

十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第五十三条の十の二」とあ

るのは「第六十一条において準用する省令第五十三条の十の二」と、第四

百九十三条第二項第二号中「第五十七条」とあるのは「第六十一条におい

て準用する省令第五十七条」と、同項第五号中「第五十三条の十」とある

のは「第六十一条において準用する省令第五十三条の十」と、第四百九十

六条中「第五十七条」とあるのは「第六十一条において準用する省令第五

十七条」と読み替えるものとする。 

百九十二条」と、第四百九十二条の五中「第五十三条の五」とあるのは「第

六十一条において準用する省令第五十三条の五」と、第四百九十二条の十

中「第五十三条の十」とあるのは「第六十一条において準用する省令第五

十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第五十三条の十の二」とあ

るのは「第六十一条において準用する省令第五十三条の十の二」と、第四

百九十六条中「第五十七条」とあるのは「第六十一条において準用する省

令第五十七条」と読み替えるものとする。 

  

第四節 （略） 第四節 （略） 

第五節 介護予防訪問リハビリテーション 第五節 介護予防訪問リハビリテーション 

第一款～第四款 （略） 第一款～第四款 （略） 

第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第五百二十三条 （略） 第五百二十三条 （略） 

  

（指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針） （指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第五百二十四条 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供は、指定介護

予防訪問リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士（以下この条において「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士」という。）が行うものとし、その方針は、第五百十六条に規定する基

本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

第五百二十四条 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供は、指定介護

予防訪問リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士（以下この条において「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士」という。）が行うものとし、その方針は、第五百十六条に規定する基

本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

一 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、主治の医

師若しくは歯科医師からの情報伝達又はサービス担当者会議若しくは

リハビリテーション会議（介護予防訪問リハビリテーション計画又は介

護予防通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及びその家

族の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

指定介護予防支援等基準第二条第一項に規定する担当職員及び同条第

二項に規定する介護支援専門員、介護予防サービス計画の原案に位置付

けた指定介護予防サービス等（法第八条の二第十六項に規定する指定介

護予防サービス等をいう。）の担当者その他の関係者（第六号及び第五

一 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、主治の医

師若しくは歯科医師からの情報伝達又はサービス担当者会議若しくは

リハビリテーション会議（介護予防訪問リハビリテーション計画又は介

護予防通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及びその家

族の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

指定介護予防支援等基準第二条に規定する担当職員、介護予防サービス

計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等（法第八条の二第十六

項に規定する指定介護予防サービス等をいう。）の担当者その他の関係

者（第六号及び第五百六十三条第六号において「構成員」という。）に
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百六十三条第六号において「構成員」という。）により構成される会議

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、

利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）が参

加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等

の同意を得なければならない。）をいう。第六号並びに第五百六十三条

第一号及び第六号において同じ。）を通じる等の適切な方法により、利

用者の病状、心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全

般の状況の的確な把握を行うものとすること。 

より構成される会議（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者

等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用に

ついて当該利用者等の同意を得なければならない。）をいう。第六号並

びに第五百六十三条第一号及び第六号において同じ。）を通じる等の適

切な方法により、利用者の病状、心身の状況、その置かれている環境等

利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとすること。 

二～十四 （略） 二～十四 （略） 

  

第六節～第八節 （略） 第六節～第八節 （略） 

第九節 介護予防短期入所生活介護 第九節 介護予防短期入所生活介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第五百七十一条～第五百七十六条 （略） 第五百七十一条～第五百七十六条 （略） 

  

（定員の遵守） （定員の遵守） 

第五百七十七条 （略） 第五百七十七条 （略） 

２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定介護予防支援等基準

第二条第一項に規定する担当職員及び同条第二項に規定する介護支援専

門員が、緊急に指定介護予防短期入所生活介護を受けることが必要と認め

た者に対し、介護予防サービス計画において位置付けられていない指定介

護予防短期入所生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利

用者の処遇に支障がない場合にあっては、前項の規定にかかわらず、同項

各号に掲げる利用者数を超えて、静養室において指定介護予防短期入所生

活介護を行うことができるものとする。 

２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定介護予防支援等基準

第二条に規定する担当職員が、緊急に指定介護予防短期入所生活介護を受

けることが必要と認めた者に対し、介護予防サービス計画において位置付

けられていない指定介護予防短期入所生活介護を提供する場合であって、

当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合にあっては、前項の規

定にかかわらず、前項各号に掲げる利用者数を超えて、静養室において指

定介護予防短期入所生活介護を行うことができるものとする。 

  

第五百七十八条～第五百七十九条 （略） 第五百七十八条～第五百七十九条 （略） 

  

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置） 

第五百七十九条の二 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指定介

護予防短期入所生活介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質

 

 

（新設） 
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の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介

護予防短期入所生活介護事業所における利用者の安全並びに介護サービ

スの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的

に開催しなければならない。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第五百八十条 （略） 第五百八十条 （略） 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定介護予防

短期入所生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定介護予防

短期入所生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等の記録 

二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記録 

三 省令第百三十六条第二項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 省令第百三十六条第二項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第四百八十九条の三にの規定による市町村へ

の通知に係る記録 

四 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

六 省令第百四十二条において準用する省令第五十三条の十第二項の規

定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 省令第百四十二条において準用する省令第五十三条の十第二項に規

定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第五百八十一条 （略） 第五百八十一条 （略） 

  

第五款～第七款 （略） 第五款～第七款 （略） 

第十節 介護予防短期入所療養介護 第十節 介護予防短期入所療養介護 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

（対象者） （対象者） 

第六百十四条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、利用者の心身の状

況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理

由により、一時的に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能

第六百十四条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、利用者の心身の状

況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理

由により、一時的に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能
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訓練その他必要な医療等を受ける必要がある者を対象に、介護老人保健施

設若しくは介護医療院の療養室、病院の療養病床に係る病室又は診療所の

指定介護予防短期入所療養介護を提供する病室において指定介護予防短

期入所療養介護を提供するものとする。 

訓練その他必要な医療等を受ける必要がある者を対象に、介護老人保健施

設若しくは介護医療院の療養室、病院の療養病床に係る病室、診療所の指

定介護予防短期入所療養介護を提供する病室又は病院の老人性認知症疾

患療養病棟において指定介護予防短期入所療養介護を提供するものとす

る。 

  

第六百十五条～第六百十七条 （略） 第六百十五条～第六百十七条 （略） 

  

（定員の遵守） （定員の遵守） 

第六百十八条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用者

数以上の利用者（当該指定介護予防短期入所療養介護事業者が指定短期入

所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所療養

介護の事業と指定短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定介護予防

短期入所療養介護又は指定短期入所療養介護の利用者。以下この款におい

て同じ。）に対して同時に指定介護予防短期入所療養介護を行ってはなら

ない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この

限りでない。 

第六百十八条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用者

数以上の利用者（当該指定介護予防短期入所療養介護事業者が指定短期入

所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所療養

介護の事業と指定短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定介護予防

短期入所療養介護又は指定短期入所療養介護の利用者。以下この款におい

て同じ。）に対して同時に指定介護予防短期入所療養介護を行ってはなら

ない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この

限りでない。 

一 （略） 一 （略） 

二 療養病床を有する病院又は診療所である指定介護予防短期入所療養

介護事業所にあっては、療養病床に係る病床数及び療養病床に係る病室

の定員を超えることとなる利用者数 

二 療養病床を有する病院若しくは診療所又は老人性認知症疾患療養病

棟を有する病院である指定介護予防短期入所療養介護事業所にあって

は、療養病床又は老人性認知症疾患療養病棟に係る病床数及び療養病床

又は老人性認知症疾患療養病棟に係る病室の定員を超えることとなる

利用者数 

三・四 （略） 三・四 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第六百十九条 （略） 第六百十九条 （略） 

２ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、利用者に対する指定介護予防

短期入所療養介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、利用者に対する指定介護予防

短期入所療養介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項の規定による提 二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項に規定する提供
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供した具体的なサービスの内容等の記録 した具体的なサービスの内容等の記録 

三 省令第百九十一条第二項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 省令第百九十一条第二項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への

通知に係る記録 

四 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

六 省令第百九十五条において準用する省令第五十三条の十第二項の規

定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 省令第百九十五条において準用する省令第五十三条の十第二項に規

定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

（準用） （準用） 

第六百二十条 第四百八十八条の三から第四百八十八条の七まで、第四百八

十八条の九、第四百八十八条の十、第四百八十八条の十三、第四百八十九

条の二、第四百八十九条の三、第四百九十一条、第四百九十二条の二の二、

第四百九十二条の四、第四百九十二条の五、第四百九十二条の七から第四

百九十二条の十一まで（第四百九十二条の九第二項を除く。）、第五百五

十八条の二、第五百五十九条、第五百七十一条、第五百七十二条第二項、

第五百七十八条、五百七十九条及び第五百七十九条の二の規定は、指定介

護予防短期入所療養介護の事業について準用する。この場合において、第

四百八十八条の三中「第四十九条の三」とあるのは「第百九十五条におい

て準用する省令第四十九条の三」と、第四百九十二条の二の二中「第五十

三条の二の二」とあるのは「第百九十五条において準用する省令第五十三

条の二の二」と、第四百九十二条の四第一項中「第四百九十二条」とある

のは「第六百十七条」と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介

護予防短期入所療養介護従業者」と、第四百九十二条の五中「第五十三条

の五」とあるのは「第百九十五条において準用する省令第五十三条の五」

と、第四百九十二条の十中「第五十三条の十」とあるのは「第百九十五条

において準用する省令第五十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第

五十三条の十の二」とあるのは「第百九十五条において準用する省令第五

十三条の十の二」と、第五百五十八条の二第三項及び第四項中「介護予防

通所リハビリテーション従業者」とあるのは「介護予防短期入所療養介護

従業者」と、第五百五十九条中「第百二十一条」とあるのは「第百九十五

条において準用する省令第百二十一条」と、第五百七十一条中「第百三十

第六百二十条 第四百八十八条の三から第四百八十八条の七まで、第四百八

十八条の九、第四百八十八条の十、第四百八十八条の十三、第四百八十九

条の二、第四百八十九条の三、第四百九十一条、第四百九十二条の二の二、

第四百九十二条の四、第四百九十二条の五、第四百九十二条の七から第四

百九十二条の十一まで（第四百九十二条の九第二項を除く。）、第五百五

十八条の二、第五百五十九条、第五百七十一条、第五百七十二条第二項、

第五百七十八条及び第五百七十九条の規定は、指定介護予防短期入所療養

介護の事業について準用する。この場合において、第四百八十八条の三中

「第四十九条の三」とあるのは「第百九十五条において準用する省令第四

十九条の三」と、第四百九十二条の二の二中「第五十三条の二の二」とあ

るのは「第百九十五条において準用する省令第五十三条の二の二」と、第

四百九十二条の四第一項中「第四百九十二条」とあるのは「第六百十七条」

と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防短期入所療養

介護従業者」と、第四百九十二条の五中「第五十三条の五」とあるのは「第

百九十五条において準用する省令第五十三条の五」と、第四百九十二条の

十中「第五十三条の十」とあるのは「第百九十五条において準用する省令

第五十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第五十三条の十の二」

とあるのは「第百九十五条において準用する省令第五十三条の十の二」と、

第五百五十八条の二第三項及び第四項中「介護予防通所リハビリテーショ

ン従業者」とあるのは「介護予防短期入所療養介護従業者」と、第五百五

十九条中「第百二十一条」とあるのは「第百九十五条において準用する省

令第百二十一条」と、第五百七十一条中「第百三十三条」とあるのは「第
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三条」とあるのは「第百九十五条において準用する省令第百三十三条」と

読み替えるものとする。 

百九十五条において準用する省令第百三十三条」と読み替えるものとす

る。 

  

第五款 （略） 第五款 （略） 

第六款 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業の基

本方針、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準 

第六款 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業の基

本方針、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準 

第一目・第二目 （略） 第一目・第二目 （略） 

第三目 運営に関する基準 第三目 運営に関する基準 

第六百三十一条～第六百三十三条 （略） 第六百三十一条～第六百三十三条 （略） 

  

（定員の遵守） （定員の遵守） 

第六百三十四条 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次に

掲げる利用者（当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者がユ

ニット型指定短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、ユニッ

ト型指定介護予防短期入所療養介護の事業とユニット型指定短期入所療

養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に

あっては、当該事業所におけるユニット型指定介護予防短期入所療養介護

又はユニット型指定短期入所療養介護の利用者。以下この条において同

じ。）数以上の利用者に対して同時に指定介護予防短期入所療養介護を行

ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場

合は、この限りでない。 

第六百三十四条 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次に

掲げる利用者（当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者がユ

ニット型指定短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、ユニッ

ト型指定介護予防短期入所療養介護の事業とユニット型指定短期入所療

養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に

あっては、当該事業所におけるユニット型指定介護予防短期入所療養介護

又はユニット型指定短期入所療養介護の利用者。以下この条において同

じ。）数以上の利用者に対して同時に指定介護予防短期入所療養介護を行

ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場

合は、この限りでない。 

一 （略） 一 （略） 

（削る） 二 ユニット型指定介護療養型医療施設であるユニット型指定介護予防

短期入所療養介護事業所にあっては、利用者を当該ユニット型指定介護

療養型医療施設の入院患者とみなした場合において入院患者の定員及

び病室の定員を超えることとなる利用者数 

二 （略） 三 （略） 

  

第六百三十五条 （略） 第六百三十五条 （略） 

  

第四目 （略） 第四目 （略） 

第十一節 介護予防特定施設入居者生活介護 第十一節 介護予防特定施設入居者生活介護 
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第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第六百四十五条～第六百四十九条 （略） 第六百四十五条～第六百四十九条 （略） 

 

（口腔
く う

衛生の管理） 

第六百四十九条の二 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用

者の口腔
く う

の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう

、口腔
く う

衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔
く う

衛生の管理

を計画的に行わなければならない。 

 

 

 

（新設） 

第六百五十条～第六百五十二条 （略） 第六百五十条～第六百五十二条 （略） 

  

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第六百五十三条 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の

病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなけ

ればならない。 

２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協

力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関

を定めるように努めなければならない。 

 一 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対 

  応を行う体制を、常時確保していること。 

 二 当該指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、一年に一回以上、協力

医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとと

もに、協力医療機関の名称等を、知事に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医療機

関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなけれ

ばならない。 

５ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種

協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関と

の間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならな

第六百五十三条 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の

病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなけ

ればならない。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 
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い。 

６ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関

その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可

能となった場合においては、再び当該指定介護予防特定施設に速やかに入

居させることができるように努めなければならない。 

（新設） 

 

 

７ （略） ２ （略） 

  

第六百五十四条 （略） 第六百五十四条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第六百五十五条 （略） 第六百五十五条 （略） 

２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定介

護予防特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から二年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定介

護予防特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から二年間保存しなければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 第六百四十八条第二項の規定による提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

二 第六百四十八条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

三 省令第二百三十九条第二項の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

三 省令第二百三十九条第二項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 第六百五十二条第三項の規定による結果等の記録 四 第六百五十二条第三項に規定する結果等の記録 

五 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への

通知に係る記録 

五 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

六 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

六 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

七 省令第二百四十五条において準用する省令第五十三条の十第二項の

規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

七 省令第二百四十五条において準用する省令第五十三条の十第二項に

規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

（準用） （準用） 

第六百五十六条 第四百八十八条の五、第四百八十八条の六、第四百八十九

条の二から第四百九十一条まで、第四百九十二条の二の二、第四百九十二

条の四から第四百九十二条の八まで、第四百九十二条の十から第四百九十

二条の十一まで、第五百七十八条、第五百七十八条の二及び第五百七十九

条の二の規定は、指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業について準

第六百五十六条 第四百八十八条の五、第四百八十八条の六、第四百八十九

条の二から第四百九十一条まで、第四百九十二条の二の二、第四百九十二

条の四から第四百九十二条の十一まで（第四百九十二条の九第二項を除

く。）、第五百七十八条及び第五百七十八条の二の規定は、指定介護予防

特定施設入居者生活介護の事業について準用する。この場合において、第
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用する。この場合において、第四百九十条中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「介護予防特定施設従業者」と、第四百九十二条の二の二

中「第五十三条の二の二」とあるのは「第二百四十五条において準用する

省令第五十三条の二の二」と、第四百九十二条の四第一項中「介護予防訪

問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防特定施設従業者」と、「第四百

九十二条」とあるのは「第六百五十一条」と、第四百九十二条の五中「第

五十三条の五」とあるのは「第二百四十五条において準用する省令第五十

三条の五」と、第四百九十二条の十中「第五十三条の十」とあるのは「第

二百四十五条において準用する省令第五十三条の十」と、第四百九十二条

の十の二中「第五十三条の十の二」とあるのは「第二百四十五条において

準用する省令第五十三条の十の二」と、第五百七十八条の二中「第百三十

九条の二」とあるのは「第二百四十五条において準用する省令第百三十九

条の二」と読み替えるものとする。 

四百九十条中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護予防特定

施設従業者」と、同条中第四百九十二条の二の二中「第五十三条の二の二」

とあるのは「第二百四十五条において準用する省令第五十三条の二の二」

と、第四百九十二条の四第一項中「介護予防訪問入浴介護従業者」とある

のは「介護予防特定施設従業者」と、同条中「第四百九十二条」とあるの

は「第六百五十一条」と、第四百九十二条の五中「第五十三条の五」とあ

るのは「第二百四十五条において準用する省令第五十三条の五」と、第四

百九十二条の十中「第五十三条の十」とあるのは「第二百四十五条におい

て準用する省令第五十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第五十

三条の十の二」とあるのは「第二百四十五条において準用する省令第五十

三条の十の二」と、第五百七十八条の二中「第百三十九条の二」とあるの

は「第二百四十五条において準用する省令第百三十九条の二」と読み替え

るものとする。 

  

第五款 （略） 第五款 （略） 

第六款 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活

介護の事業の基本方針、人員、設備及び運営並びに介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第六款 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活

介護の事業の基本方針、人員、設備及び運営並びに介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第一目～第三目 （略） 第一目～第三目 （略） 

第四目 運営に関する基準 第四目 運営に関する基準 

第六百六十九条～第六百七十一条 （略） 第六百六十九条～第六百七十一条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第六百七十二条 （略） 第六百七十二条 （略） 

２ 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利

用者に対する外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

２ 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利

用者に対する外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 第六百七十四条第二項の規定による受託介護予防サービス事業者等

から受けた報告に係る記録 

二 第六百七十四条第二項に規定する受託介護予防サービス事業者等か

ら受けた報告に係る記録 

三 前条第八項の規定による結果等の記録 三 前条第八項に規定する結果等の記録 

四 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への 四 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通
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通知に係る記録 知に係る記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

六 省令第二百六十二条において準用する省令第五十三条の十第二項の

規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 省令第二百六十二条において準用する省令第五十三条の十第二項に

規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

七 次条において準用する第六百四十八条第二項の規定による提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

七 次条において準用する第六百四十八条第二項に規定する提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

八 省令第二百六十二条において準用する省令第二百三十九条第二項の

規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由の記録 

八 省令第二百六十二条において準用する省令第二百三十九条第二項に

規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由の記録 

九 次条において準用する第六百五十二条第三項の規定による結果等の

記録 

九 次条において準用する第六百五十二条第三項に規定する結果等の記

録 

  

（準用） （準用） 

第六百七十三条 第四百八十八条の五、第四百八十八条の六、第四百八十九

条の二から第四百九十一条まで、第四百九十二条の二の二、第四百九十二

条の四から第四百九十二条の八まで、第四百九十二条の十から第四百九十

二条の十一まで、第五百七十八条、第五百七十八条の二、第六百四十六条

から第六百四十九条まで、第六百五十条及び第六百五十二条から第六百五

十四条までの規定は、外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生

活介護の事業について準用する。この場合において、第四百九十条中「介

護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「指定介護予防特定施設の従業者」

と、第四百九十二条の二の二中「第五十三条の二の二」とあるのは「第二

百六十二条において準用する省令第五十三条の二の二」と、第四百九十二

条の四第一項中「第四百九十二条」とあるのは「第六百七十条」と、「介

護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「外部サービス利用型介護予防特

定施設従業者」と、第四百九十二条の五中「第五十三条の五」とあるのは

「第二百六十二条において準用する省令第五十三条の五」と、第四百九十

二条の六中「指定介護予防訪問入浴介護事業所」とあるのは「指定介護予

防特定施設及び受託介護予防サービス事業所」と、第四百九十二条の十中

「第五十三条の十」とあるのは「第二百六十二条において準用する省令第

五十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第五十三条の十の二」と

あるのは「第二百六十二条において準用する省令第五十三条の十の二」と、

第六百七十三条 第四百八十八条の五、第四百八十八条の六、第四百八十九

条の二から第四百九十一条まで、第四百九十二条の二の二、第四百九十二

条の四から第四百九十二条の十一まで（第四百九十二条の九第二項を除

く。）、第五百七十八条、第五百七十八条の二、第六百四十六条から第六

百五十条まで及び第六百五十二条から第六百五十四条までの規定は、外部

サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業について準

用する。この場合において、第四百九十条中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「指定介護予防特定施設の従業者」と、第四百九十二条の

二の二中「第五十三条の二の二」とあるのは「第二百六十二条において準

用する省令第五十三条の二の二」と、第四百九十二条の四第一項中「第四

百九十二条」とあるのは「第六百七十条」と、「介護予防訪問入浴介護従

業者」とあるのは「外部サービス利用型介護予防特定施設従業者」と、第

四百九十二条の五中「第五十三条の五」とあるのは「第二百六十二条にお

いて準用する省令第五十三条の五」と、第四百九十二条の六中「指定介護

予防訪問入浴介護事業所」とあるのは「指定介護予防特定施設及び受託介

護予防サービス事業所」と、第四百九十二条の十中「第五十三条の十」と

あるのは「第二百六十二条において準用する省令第五十三条の十」と、第

四百九十二条の十の二中「第五十三条の十の二」とあるのは「第二百六十

二条において準用する省令第五十三条の十の二」と、第五百七十八条の二
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第五百七十八条の二中「第百三十九条の二」とあるのは「第二百六十二条

において準用する省令第百三十九条の二」と、第六百四十六条中「第二百

三十五条」とあるのは「第二百六十二条において準用する省令二百三十五

条」と、第六百四十八条第二項中「指定介護予防特定施設入居者生活介護

を」とあるのは「基本サービスを」と、第六百五十条中「第二百三十九条」

とあるのは「第二百六十二条において準用する省令二百三十九条」と、第

六百五十二条中「指定介護予防特定施設入居者生活介護」とあるのは「基

本サービス」と読み替えるものとする。 

中「第百三十九条の二」とあるのは「第二百六十二条において準用する省

令第百三十九条の二」と、第六百四十六条中「第二百三十五条」とあるの

は「第二百六十二条において準用する省令二百三十五条」と、第六百四十

八条第二項中「指定介護予防特定施設入居者生活介護を」とあるのは「基

本サービスを」と、第六百五十条中「第二百三十九条」とあるのは「第二

百六十二条において準用する省令二百三十九条」と、第六百五十二条中「指

定介護予防特定施設入居者生活介護」とあるのは「基本サービス」と読み

替えるものとする。 

  

第五目 （略） 第五目 （略） 

第十二節 介護予防福祉用具貸与 第十二節 介護予防福祉用具貸与 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第六百八十条～第六百八十四条 （略） 第六百八十条～第六百八十四条 （略） 

  

（掲示及び目録の備付け） （掲示及び目録の備付け） 

第六百八十五条 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、事業所の見やすい場

所に、第六百八十一条に規定する重要事項に関する規程の概要その他の利

用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条に

おいて単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。 

第六百八十五条 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、事業所の見やすい場

所に、第六百八十一条に規定する重要事項に関する規程の概要その他の利

用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなけ

ればならない。 

２ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、重要事項を記載した書面を事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、

前項の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサ

イトに掲載しなければならない。 

２ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、前項に規定する事項を記載した書

面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させる

ことにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

（新設） 

 

４ （略） ３ （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第六百八十六条 （略） 第六百八十六条 （略） 

２ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、利用者に対する指定介護予防福祉

用具貸与の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年

間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、利用者に対する指定介護予防福祉

用具貸与の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年

間保存しなければならない。 

一 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項の規定による提 一 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項に規定する提供
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供した具体的なサービスの内容等の記録 

二 省令第二百七十八条第九号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

した具体的なサービスの内容等の記録 

（新設） 

 

三 省令第二百七十三条第四項の規定による結果等の記録 二 省令第二百七十三条第四項に規定する結果等の記録 

四 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への

通知に係る記録 

三 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

四 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

六 省令第二百七十六条において準用する省令第五十三条の十第二項の

規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

五 省令第二百七十六条において準用する省令第五十三条の十第二項に

規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

七 （略） 六 （略） 

  

第六百八十七条 （略） 第六百八十七条 （略） 

  

第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第六百八十八条 （略） 第六百八十八条 （略） 

  

（指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針） （指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針） 

第六百八十九条 指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針に係る基準

は、省令第二百七十八条に規定する基準の例によることとする。 

第六百八十九条 福祉用具専門相談員の行う指定介護予防福祉用具貸与の

方針は、第六百七十六条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱

方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

 一 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、主治の医師又は歯科

医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法に

より、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境等利用者の

日常生活全般の状況の的確な把握を行い、福祉用具が適切に選定され、

かつ、使用されるよう、専門的知識に基づき相談に応じるとともに、目

録等の文書を示して福祉用具の機能、使用方法、利用料、全国平均貸与

価格等に関する情報を提供し、個別の福祉用具の貸与に係る同意を得る

こと。 

 二 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、次条第一項に規定す

る介護予防福祉用具貸与計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必

要な支援を行うこと。 

 三 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、懇切丁寧に行うこと
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を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、

理解しやすいように説明を行うこと。 

 四 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、貸与する福祉用具の

機能、安全性、衛生状態等に関し、点検を行うこと。 

 五 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者の身体の状況

等に応じて福祉用具の調整を行うとともに、当該福祉用具の使用方法、

使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書を利用者に交付し、

十分な説明を行った上で、必要に応じて利用者に実際に当該福祉用具を

使用させながら使用方法の指導を行うこと。 

 六 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者等からの要請

等に応じて、貸与した福祉用具の使用状況を確認し、必要な場合は、使

用方法の指導、修理等を行うこと。 

 七 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、同一種目における機

能又は価格帯の異なる複数の福祉用具に関する情報を利用者に提供す

るものとする。 

  

（介護予防福祉用具貸与計画の作成） （介護予防福祉用具貸与計画の作成） 

第六百九十条 福祉用具専門相談員は、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況を踏まえて、指定介護予

防福祉用具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容、サービスの提供を行う期間、介護予防福祉用具貸与計画の実施状況の

把握（以下この条において「モニタリング」という。）を行う時期等を記

載した介護予防福祉用具貸与計画を作成しなければならない。この場合に

おいて、指定特定介護予防福祉用具販売の利用があるときは、第七百四条

第一項に規定する特定介護予防福祉用具販売計画と一体のものとして作

成しなければならない。 

第六百九十条 福祉用具専門相談員は、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況を踏まえて、指定介護予

防福祉用具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防福祉用具貸与計画を

作成しなければならない。この場合において、指定特定介護予防福祉用具

販売の利用があるときは、第七百四条第一項に規定する特定介護予防福祉

用具販売計画と一体のものとして作成しなければならない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 福祉用具専門相談員は、介護予防福祉用具貸与計画に基づくサービス提

供の開始時から、必要に応じ、モニタリングを行うものとする。ただし、

対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、介護

予防福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時から六月以内に少

なくとも一回モニタリングを行い、その継続の必要性について検討を行う

ものとする。 

５ 福祉用具専門相談員は、介護予防福祉用具貸与計画に基づくサービス提

供の開始時から、必要に応じ、当該介護予防福祉用具貸与計画の実施状況

の把握（次項及び第七項において「モニタリング」という。）を行うもの

とする。 
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６～８ （略） ６～８ （略） 

  

第六款 基準該当介護予防サービスに関する基準 第六款 基準該当介護予防サービスに関する基準 

第六百九十一条 （略） 第六百九十一条 （略） 

  

（準用） （準用） 

第六百九十二条 第四百八十八条の二から第四百八十八条の八まで、第四百

八十八条の十から第四百八十八条の十三まで、第四百八十九条の二、第四

百八十九条の三、第四百九十一条、第四百九十二条の二の二、第四百九十

二条の五から第四百九十二条の十一まで（第四百九十二条の八第五項及び

第六項を除く。）並びに第五百五十八条の二第一項、第二項及び第四項並

びに第一款、第二款（第六百七十七条を除く。）、第三款、第四款（第六

百八十条第一項及び第六百八十七条を除く。）及び前款の規定は、基準該

当介護予防福祉用具貸与の事業について準用する。この場合において、第

四百八十八条の二中「第四十九条の二」とあるのは「第二百八十条におい

て準用する省令第四十九条の二」と、第四百八十八条の三中「第四十九条

の三」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第四十九条の三」

と、第四百八十八条の四中「同じ。）」とあるのは「同じ。）、取り扱う

福祉用具の種目」と、第四百八十八条の八第二項中「適切な指導」とある

のは「適切な相談又は助言」と、第四百八十八条の十二中「介護予防訪問

入浴介護従業者」とあるのは「従業者」と、第四百八十八条の十三第一項

中「提供日及び内容、当該指定介護予防訪問入浴介護について法第五十三

条第四項の規定により利用者に代わって支払を受ける介護予防サービス

費の額」とあるのは「提供の開始日及び終了日、種目、品名」と、第四百

八十九条の二中「法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防訪問入

浴介護」とあるのは「基準該当介護予防福祉用具貸与」と、第四百九十二

条の二の二中「第五十三条の二の二」とあるのは「第二百八十条において

準用する省令第五十三条の二の二」と、第四百九十二条の五中「第五十三

条の五」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第五十三条の五」

と、第四百九十二条の十中「第五十三条の十」とあるのは「第二百八十条

において準用する省令第五十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第

五十三条の十の二」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第五

十三条の十の二」と、第五百五十八条の二第二項中「処遇」とあるのは「サ

第六百九十二条 第四百八十八条の二から第四百八十八条の八まで、第四百

八十八条の十から第四百八十八条の十三まで、第四百八十九条の二、第四

百八十九条の三、第四百九十一条、第四百九十二条の二の二、第四百九十

二条の五から第四百九十二条の十一まで（第四百九十二条の八第五項及び

第六項を除く。）並びに第五百五十八条の二第一項、第二項及び第四項並

びに第一款、第二款（第六百七十七条を除く。）、第三款、第四款（第六

百八十条第一項及び第六百八十七条を除く。）及び前款の規定は、基準該

当介護予防福祉用具貸与の事業について準用する。この場合において、第

四百八十八条の二中「第四十九条の二」とあるのは「第二百八十条におい

て準用する省令第四十九条の二」と、第四百八十八条の三中「第四十九条

の三」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第四十九条の三」

と、第四百八十八条の四中「同じ。）」とあるのは「同じ。）、取り扱う

福祉用具の種目」と、第四百八十八条の八第二項中「適切な指導」とある

のは「適切な相談又は助言」と、第四百八十八条の十二中「介護予防訪問

入浴介護従業者」とあるのは「従業者」と、第四百八十八条の十三第一項

中「提供日及び内容、当該指定介護予防訪問入浴介護について法第五十三

条第四項の規定により利用者に代わって支払を受ける介護予防サービス

費の額」とあるのは「提供の開始日及び終了日、種目、品名」と、第四百

八十九条の二中「法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防訪問入

浴介護」とあるのは「基準該当介護予防福祉用具貸与」と、第四百九十二

条の二の二中「第五十三条の二の二」とあるのは「第二百八十条において

準用する省令第五十三条の二の二」と、第四百九十二条の五中「第五十三

条の五」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第五十三条の五」

と、第四百九十二条の十中「第五十三条の十」とあるのは「第二百八十条

において準用する省令第五十三条の十」と、第四百九十二条の十の二中「第

五十三条の十の二」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第五

十三条の十の二」と、第五百五十八条の二第二項中「処遇」とあるのは「サ
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ービスの利用」と、同条第四項中「介護予防通所リハビリテーション従業

者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第六百七十八条中「第二百六

十七条」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第二百六十七条」

と、第六百八十条第二項中「法定代理受領サービスに該当しない指定介護

予防福祉用具貸与」とあるのは「基準該当介護予防福祉用具貸与」と、同

条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第六百八十四条中「第二百

七十三条」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第二百七十三

条」と、第六百八十六条第二項第二号中「第二百七十八条」とあるのは「第

二百八十条において準用する省令第二百七十八条」と、同項第三号中「第

二百七十三条」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第二百七

十三条」と、同項第六号中「第二百七十六条」とあるのは「第二百八十条」

と、第六百八十九条中「第二百七十八条」とあるのは「第二百八十条にお

いて準用する省令第二百七十八条」と読み替えるものとする。 

ービスの利用」と、同条第四項中「介護予防通所リハビリテーション従業

者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第六百七十八条中「第二百六

十七条」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第二百六十七条」

と、第六百八十条第二項中「法定代理受領サービスに該当しない指定介護

予防福祉用具貸与」とあるのは「基準該当介護予防福祉用具貸与」と、同

条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と、第六百八十四条中「第二百

七十三条」とあるのは「第二百八十条において準用する省令第二百七十三

条」と読み替えるものとする。 

  

第十三節 特定介護予防福祉用具販売 第十三節 特定介護予防福祉用具販売 

第一款～第三款 （略） 第一款～第三款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第四款 運営に関する基準 

第六百九十七条～第六百九十九条 （略） 第六百九十七条～第六百九十九条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第七百条 （略） 第七百条 （略） 

２ 指定特定介護予防福祉用具販売事業者は、利用者に対する指定特定介護

予防福祉用具販売の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

２ 指定特定介護予防福祉用具販売事業者は、利用者に対する指定特定介護

予防福祉用具販売の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

一 第六百九十七条の規定による提供した具体的なサービスの内容等の

記録 

二 省令第二百九十一条第八号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

一 第六百九十七条に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

（新設） 

 

三 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への

通知に係る記録 

二 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

四 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

三 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

五 省令第二百八十九条において準用する省令第五十三条の十第二項の 四 省令第二百八十九条において準用する省令第五十三条の十第二項に
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規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

六 （略） 五 （略） 

  

第七百一条 （略） 第七百一条 （略） 

  

第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第七百二条 （略） 第七百二条 （略） 

  

（指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針） （指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針） 

第七百三条 指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針に係る基準

は、省令第二百九十一条に規定する基準の例によることとする。 

第七百三条 福祉用具専門相談員の行う指定特定介護予防福祉用具販売の

方針は、次に掲げるところによるものとする。 

 一 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利用者の心身の

状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、特定介護予防福祉用具

が適切に選定され、かつ、使用されるよう、専門的知識に基づき相談に

応じるとともに、目録等の文書を示して特定介護予防福祉用具の機能、

使用方法、販売費用の額等に関する情報を提供し、個別の特定介護予防

福祉用具の販売に係る同意を得ること。 

 二 指定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、次条第一項に規定す

る特定介護予防福祉用具販売計画に基づき、利用者が日常生活を営むの

に必要な支援を行うこと。 

 三 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、販売する特定介

護予防福祉用具の機能、安全性、衛生状態等に関し、点検を行うこと。 

 四 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、利用者の身体の

状況等に応じて特定介護予防福祉用具の調整を行うとともに、当該特定

介護予防福祉用具の使用方法、使用上の留意事項等を記載した文書を利

用者に交付し、十分な説明を行った上で、必要に応じて利用者に実際に

当該特定介護予防福祉用具を使用させながら使用方法の指導を行うこ

と。 

 五 介護予防サービス計画に指定特定介護予防福祉用具販売が位置付け

られる場合には、当該計画に特定介護予防福祉用具販売が必要な理由が

記載されるように必要な措置を講ずること。 

（特定介護予防福祉用具販売計画の作成） （特定介護予防福祉用具販売計画の作成） 

第七百四条 （略） 第七百四条 福祉用具専門相談員は、利用者の心身の状況、希望及びその置
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かれている環境を踏まえて、指定介護予防福祉用具販売の目標、当該目標

を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等

を記載した特定介護予防福祉用具販売計画を作成しなければならない。こ

の場合において、指定介護予防福祉用具貸与の利用があるときは、介護予

防福祉用具貸与計画と一体のものとして作成しなければならない。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具

販売の提供に当たっては、特定介護予防福祉用具販売計画の作成後、当該

特定介護予防福祉用具販売計画に記載した目標の達成状況の確認を行う

ものとする。 

（新設） 

  

第十四節 （略） 第十四節 （略） 

  

附 則 附 則 

第一条 （略） 第一条 （略） 

  

（経過措置） （経過措置） 

第二条 次に掲げる厚生省令又は厚生労働省令（以下この条及び次条におい

て「基準省令」という。）の本則に規定する条例で定めるに当たっての基

準であって、基準省令の制定又は改正に伴う経過措置（条例を定めるに当

たっての基準とされるものを含む。以下「基準省令経過措置」という。）

の適用を受けるもの（以下この条及び次条第二項において「特例基準」と

いう。）に基づき、この条例に定めるべき基準として特例基準と同一の内

容を本則に規定した場合における必要な経過措置は、基準省令経過措置の

例による。  

第二条 次に掲げる厚生省令又は厚生労働省令（以下この条及び次条におい

て「基準省令」という。）の本則に規定する条例で定めるに当たっての基

準であって、基準省令の制定又は改正に伴う経過措置（条例を定めるに当

たっての基準とされるものを含む。以下「基準省令経過措置」という。）

の適用を受けるもの（以下この条及び次条第二項において「特例基準」と

いう。）に基づき、この条例に定めるべき基準として特例基準と同一の内

容を本則に規定した場合における必要な経過措置は、基準省令経過措置の

例による。 

一～三 （略） 一～三 （略） 

四 削除 四 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準 

五・六 （略） 五・六 （略） 

  

第三条～第七条 （略）  第三条～第七条 （略）  
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介護保険法施行条例 介護保険法施行条例 

  

第一章 （略） 第一章 （略） 

第二章 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等 

第二章 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等 

第一節～第三節 （略） 第一節～第三節 （略） 

第四節 訪問看護 第四節 訪問看護 

    第一款～第三款 （略）     第一款 （略） 

    第四款 運営に関する基準     第四款 運営に関する基準 

第六十八条～第七十一条 （略） 第六十八条～第七十一条 （略） 

  

（指定訪問看護の具体的取扱方針） （指定訪問看護の具体的取扱方針） 

第七十二条 指定訪問看護の具体的取扱方針に係る基準は、省令第六十八条

に規定する基準の例によることとする。 
第七十二条 看護師等の行う指定訪問看護の方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

 一 指定訪問看護の提供に当たっては、主治の医師との密接な連携及び第

七十四条第一項に規定する訪問看護計画書に基づき、利用者の心身の機

能の維持回復を図るよう妥当適切に行うこと。 

 二 指定訪問看護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利

用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやすいよ

うに指導又は説明を行うこと。 

 三 指定訪問看護の提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護

技術をもって、これを行うこと。 

 四 指定訪問看護の提供に当たっては、常に利用者の病状、心身の状況及

びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対

し、適切な指導を行うこと。 

 五 特殊な看護等については、これを行ってはならないこと。 

  

第七十三条～第七十七条 （略） 第七十三条～第七十七条 （略） 

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第七十八条 （略） 第七十八条 （略） 

２ 指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問看護の提供に関する次 ２ 指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問看護の提供に関する次
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に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。 

一～三 （略） 一～三 （略） 

四 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

五 省令第六十八条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

（新設） 

六 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

五 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

七 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

六 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

八 省令第七十四条において準用する省令第三十七条第二項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

七 省令第七十四条において準用する省令第三十七条第二項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

   第五節 訪問リハビリテーション    第五節 訪問リハビリテーション 

第一款～第三款 （略） 第一款 （略） 

第四款 運営に関する基準 第二款 人員に関する基準 

第八十三条・第八十四条 （略）  第八十三条・第八十四条 （略）  

  

（指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針） （指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第八十五条 指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針に係る基準は、

省令第八十条に規定する基準の例によることとする。 

第八十五条 指定訪問リハビリテーションの提供は、指定訪問リハビリテー

ションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（次条にお

いて「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士」という。）が行うものと

し、その方針は、次に掲げるところによるものとする。 

 一 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、医師の指示及び次

条第一項に規定する訪問リハビリテーション計画に基づき、利用者の心

身機能の維持回復を図り、日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行

うこと。 

 二 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、懇切丁寧に行うこ

とを旨とし、利用者又はその家族に対し、リハビリテーションの観点か

ら療養上必要とされる事項について、理解しやすいように指導又は説明

を行うこと。 

 三 常に利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境の的
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確な把握に努め、利用者に対し、適切なサービスを提供すること。 

 四 それぞれの利用者について、次条第一項に規定する訪問リハビリテー

ション計画に従ったサービスの実施状況及びその評価について、速やか

に診療録その他の診療に関する記録（第九十五条第二項第四号及び第百

四十一条第五項において「診療記録」という。）を作成するとともに、

医師に報告すること。 

 五 指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議（次

条第一項に規定する訪問リハビリテーション計画又は第百四十一条第

一項に規定する通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及

びその家族の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定

居宅サービス等（法第八条第二十四項に規定する指定居宅サービス等を

いう。以下同じ。）の担当者その他の関係者（以下この項、次条第五項

及び第八節第四款において「構成員」という。）により構成される会議

（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」と

いう。）を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者又は

その家族（以下この号において「利用者等」という。）が参加する場合

にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得

なければならない。）をいう。次条第五項及び第八節第四款において同

じ。）の開催により、リハビリテーションに関する専門的な見地から利

用者の状況等に関する情報を構成員と共有するよう努め、利用者に対

し、適切なサービスを提供すること。 

  

（訪問リハビリテーション計画の作成） （訪問リハビリテーション計画の作成） 

第八十六条 医師及び指定訪問リハビリテーションの提供に当たる理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この条において「理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士」という。）は、当該医師の診療に基づき、利用

者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、当該

サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を

記載した訪問リハビリテーション計画を作成しなければならない。 

第八十六条 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該医師

の診療に基づき、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている

環境を踏まえて、当該サービスの目標、当該目標を達成するための具体的

なサービスの内容等を記載した訪問リハビリテーション計画を作成しな

ければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリテーショ

ンを受けていた医療機関から退院した利用者に係る訪問リハビリテーシ
（新設） 
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ョン計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーショ

ン実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把

握しなければならない。 

 

 

５ （略） ４ （略） 

６ 指定訪問リハビリテーション事業者が指定通所リハビリテーション事

業者（第百三十七条に規定する指定通所リハビリテーション事業者をい

う。）の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議（第一項に規

定する訪問リハビリテーション計画又は第百四十一条第一項に規定する

通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及びその家族の参加

を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援

専門員、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等（法第

八条第二十四項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同じ。）の担

当者その他の関係者（第八節第四款において「構成員」という。）により

構成される会議（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電

話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。ただし、

利用者又はその家族（以下この項において「利用者等」という。）が参加

する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同

意を得なければならない。）をいう。第八節第四款において同じ。）の開

催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環

境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハ

ビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供

内容について整合性のとれた訪問リハビリテーション計画を作成した場

合については、第百四十一条第一項から第五項までに規定する運営に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているもの

とみなすことができる。 

５ 指定訪問リハビリテーション事業者が指定通所リハビリテーション事

業者（第百三十七条に規定する指定通所リハビリテーション事業者をい

う。）の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通

じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境に関す

る情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハビリテー

ションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容につ

いて整合性のとれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合につい

ては、第百四十一条第一項から第四項までに規定する運営に関する基準を

満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

  

第八十七条 （略）  第八十七条 （略）  

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第八十八条 （略） 第八十八条 （略） 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定訪問リハビ

リテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

二年間保存しなければならない。 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定訪問リハビ

リテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

二年間保存しなければならない。 
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一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

三 省令第八十条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

二 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

（新設） 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

三 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

四 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

六 省令第八十三条において準用する省令第三十七条第二項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

五 省令第八十三条において準用する省令第三十七条第二項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第八十九条～第九十四条 （略）  第八十九条～第九十四条 （略）  

  

（指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針） （指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針） 

第九十五条 指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針に係る基準は、省令第

八十九条に規定する基準の例によることとする。 

第九十五条 医師又は歯科医師の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

 一 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、訪問診療等により常に利

用者の病状及び心身の状況を把握し、計画的かつ継続的な医学的管理又

は歯科医学的管理に基づいて、居宅介護支援事業者に対する居宅サービ

ス計画の作成等に必要な情報提供並びに利用者又はその家族に対し、居

宅サービスの利用に関する留意事項、介護方法等についての指導、助言

等を行うこと。 

 二 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、利用者又はその家族から

の介護に関する相談に懇切丁寧に応ずるとともに、利用者又はその家族

に対し、療養上必要な事項等について、理解しやすいように指導又は助

言を行うこと。 

 三 前号に規定する利用者又はその家族に対する指導又は助言について

は、療養上必要な事項等を記載した文書を交付するよう努めなければな

らないこと。 

 四 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な居宅サービ

スが提供されるために必要があると認める場合又は居宅介護支援事業

者若しくは居宅サービス事業者から求めがあった場合は、居宅介護支援
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事業者又は居宅サービス事業者に対し、居宅サービス計画の作成、居宅

サービスの提供等に必要な情報提供又は助言を行うこと。 

 五 前号に規定する居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対す

る情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に参

加することにより行わなければならないこと。 

 六 前号の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難

な場合については、居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対し

て、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して行

わなければならないこと。 

 七 それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容に

ついて、速やかに診療録に記録すること。 

 ２ 薬剤師の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

 一 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医師の指示

（薬局の薬剤師による指定居宅療養管理指導にあっては、医師又は歯科

医師の指示に基づき当該薬剤師が策定した薬学的管理指導計画）に基づ

き、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における日常生活の自立

に資するよう、妥当適切に行う。 

 二 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解し

やすいように指導又は説明を行う。 

 三 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把

握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供する。 

 四 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な居宅サービ

スが提供されるために必要があると認める場合又は居宅介護支援事業

者若しくは居宅サービス事業者から求めがあった場合は、居宅介護支援

事業者又は居宅サービス事業者に対し、居宅サービス計画の作成、居宅

サービスの提供等に必要な情報提供又は助言を行う。 

 五 前号に規定する居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対す

る情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議に参

加することにより行わなければならない。 

 六 前号の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難

な場合については、居宅介護支援事業者又は居宅サービス事業者に対し
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て、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付して行

わなければならない。 

 七 それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容に

ついて、速やかに診療記録を作成するとともに、医師又は歯科医師に報

告する。 

 ３ 歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

 一 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医師の指示

に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における日常生活

の自立に資するよう、妥当適切に行う。 

 二 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解し

やすいように指導又は説明を行う。 

 三 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把

握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供する。 

 四 それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容に

ついて、速やかに診療記録を作成するとともに、医師又は歯科医師に報

告する。 

  

第八十九条 （略）  第八十九条 （略）  

  

   第六節 居宅療養管理指導    第六節 居宅療養管理指導 

     第一款～第三款 （略）      第一款～第三款 （略） 

     第四款 運営に関する基準      第四款 運営に関する基準 

第九十三条～第九十六条 （略）  第九十三条～第九十六条 （略）  

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第九十七条 （略） 第九十七条 （略） 

２ 指定居宅療養管理指導事業者は、利用者に対する指定居宅療養管理指導

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

２ 指定居宅療養管理指導事業者は、利用者に対する指定居宅療養管理指導

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

一 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

一 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 
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二 省令第八十九条第一項第五号、第二項第四号及び第三項第四号の規定

による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録 

三 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

四 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

（新設） 

 

 

二 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

三 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

五 省令第九十一条において準用する省令第三十七条第二項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

四 省令第九十一条において準用する省令第三十七条第二項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第九十八条 （略）  第九十八条 （略）  

  

   第七節 （略）    第七節 （略） 

   第八節 通所リハビリテーション    第八節 通所リハビリテーション 

第一款 （略） 第一款 （略） 

第二款 人員に関する基準 第二款 人員に関する基準 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第百三十七条 指定通所リハビリテーションの事業を行う者（以下この節及

び第五百五十八条第四号において「指定通所リハビリテーション事業者」

という。）が当該事業を行う事業所（以下この節において「指定通所リハ

ビリテーション事業所」という。）ごとに置くべき指定通所リハビリテー

ションの提供に当たる従業者（第百四十一条第一項及び第六項において

「通所リハビリテーション従業者」という。）の員数に係る基準は、省令

第百十一条に規定する基準の例によることとする。 

第百三十七条 指定通所リハビリテーションの事業を行う者（以下この節及

び第五百五十八条第四号において「指定通所リハビリテーション事業者」

という。）が当該事業を行う事業所（以下この節において「指定通所リハ

ビリテーション事業所」という。）ごとに置くべき指定通所リハビリテー

ションの提供に当たる従業者（第百四十条第二号並びに第百四十一条第一

項及び第五項において「通所リハビリテーション従業者」という。）の員

数に係る基準は、省令第百十一条に規定する基準の例によることとする。 

  

第三款 （略） 第三款 （略） 

  

第百三十九条 （略）  第百三十九条 （略）  

  

（指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針） （指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第百四十条 指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針に係る基準は、

省令第百十四条に規定する基準の例によることとする。 

第百四十条 指定通所リハビリテーションの方針は、次に掲げるところによ

るものとする。 

 一 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、医師の指示及び次
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条第一項に規定する通所リハビリテーション計画に基づき、利用者の心

身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立に資するよう、妥当適切に

行うこと。 

 二 通所リハビリテーション従業者は、指定通所リハビリテーションの提

供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に

対し、リハビリテーションの観点から療養上必要とされる事項につい

て、理解しやすいように指導又は説明を行うこと。 

 三 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、常に利用者の病

状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め、利用者

に対し適切なサービスを提供する。特に、認知症である要介護者に対し

ては、必要に応じ、その特性に対応したサービス提供ができる体制を整

えること。 

 四 指定通所リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議の開

催により、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況

等に関する情報を構成員と共有するよう努め、利用者に対し、適切なサ

ービスを提供すること。 

  

（通所リハビリテーション計画の作成） （通所リハビリテーション計画の作成） 

第百四十一条 医師及び理学療法士、作業療法士その他専ら指定通所リハビ

リテーションの提供に当たる通所リハビリテーション従業者（以下この条

において「医師等の従業者」という。）は、診療又は運動機能検査、作業

能力検査等を基に、共同して、利用者の心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて、リハビリテーションの目標、当該目標を達成する

ための具体的なサービスの内容等を記載した通所リハビリテーション計

画を作成しなければならない。 

第百四十一条 医師及び理学療法士、作業療法士その他専ら指定通所リハビ

リテーションの提供に当たる通所リハビリテーション従業者（第三項及び

第四項において「医師等の従業者」という。）は、診療又は運動機能検査、

作業能力検査等を基に、共同して、利用者の心身の状況、希望及びその置

かれている環境を踏まえて、リハビリテーションの目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容等を記載した通所リハビリテーショ

ン計画を作成しなければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関から退院

した利用者に係る通所リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該

医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者

に係るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。 

（新設） 

 

５ （略） ４ （略） 

６ 通所リハビリテーション従業者は、それぞれの利用者について、通所リ

ハビリテーション計画に従ったサービスの実施状況及びその評価を診療

５ 通所リハビリテーション従業者は、それぞれの利用者について、通所リ

ハビリテーション計画に従ったサービスの実施状況及びその評価を診療
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録その他の診療に関する記録に記載する。 記録に記載する。 

７ 指定通所リハビリテーション事業者が指定訪問リハビリテーション事

業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議（医師が参加し

た場合に限る。）の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及

びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテ

ーション及び通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリ

ハビリテーション提供内容について整合性のとれた通所リハビリテーシ

ョン計画を作成した場合については、第八十六条第一項から第五項までに

規定する運営に関する基準を満たすことをもって、第一項から第五項まで

に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

６ 指定通所リハビリテーション事業者が指定訪問リハビリテーション事

業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーション会議（医師が参加し

た場合に限る。）の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及

びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテ

ーション及び通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリ

ハビリテーション提供内容について整合性のとれた通所リハビリテーシ

ョン計画を作成した場合については、第八十六条第一項から第四項までに

規定する運営に関する基準を満たすことをもって、第一項から第四項まで

に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

  

第百四十二条～第百四十四条 （略）  第百四十二条～第百四十四条 （略）  

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第百四十五条 （略） 第百四十五条 （略） 

２ 指定通所リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定通所リハビ

リテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

二年間保存しなければならない。 

２ 指定通所リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定通所リハビ

リテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

二年間保存しなければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第二十条第二項の規定による提供した具体的

なサービスの内容等の記録 

三 省令第百十四条第四号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

二 次条において準用する第二十条第二項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

（新設） 

 

四 次条において準用する第二十七条の規定による市町村への通知に係

る記録 

三 次条において準用する第二十七条に規定する市町村への通知に係る

記録 

五 次条において準用する第三十八条第二項の規定による苦情の内容等

の記録 

四 次条において準用する第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の

記録 

六 省令第百十九条において準用する省令第三十七条第二項の規定によ

る事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

五 省令第百十九条において準用する省令第三十七条第二項に規定する

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第百四十六条 （略）  第百四十六条 （略）  

  

   第九節～第十四節 （略）    第九節～第十四節 （略） 
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第三章～第五章の二 （略） 第三章～第五章の二 （略） 

第六章 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等 

第六章 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等 

   第一節・第二節 （略）    第一節・第二節 （略） 

   第三節 介護予防訪問入浴介護    第三節 介護予防訪問入浴介護 

    第一款～第三款 （略）     第一款～第三款 （略） 

    第四款 運営に関する基準     第四款 運営に関する基準 

第四百八十八条の二～第四百八十八条の六 （略）  第四百八十八条の二～第四百八十八条の六 （略）  

  

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第四百八十八条の七 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪

問入浴介護の提供に当たっては、利用者に係る介護予防支援事業者が開催

するサービス担当者会議（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準（平成十八年厚生労働省令第三十七号。第五百六十四条第一号及

び第五百七十七条第二項において「指定介護予防支援等基準」という。）

第三十条第九号に規定するサービス担当者会議をいう。以下この章におい

て同じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他

の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

第四百八十八条の七 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指定介護予防訪

問入浴介護の提供に当たっては、利用者に係る介護予防支援事業者が開催

するサービス担当者会議（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準（平成十八年厚生労働省令第三十七号。第五百二十四条第一号、

第五百六十四条第一号及び第五百七十七条第二項において「指定介護予防

支援等基準」という。）第三十条第九号に規定するサービス担当者会議を

いう。以下この章において同じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、そ

の置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況

等の把握に努めなければならない。 

  

第四百八十八条の八～第四百九十四条 （略）  第四百八十八条の八～第四百九十四条 （略）  

  

    第五款・第六款 （略）     第五款・第六款 （略） 

  

第四節 介護予防訪問看護 第四節 介護予防訪問看護 

    第一款・第二款 （略）     第一款・第二款 （略） 

    第三款 設備に関する基準     第三款 設備に関する基準 

第五百四条 （略） 第五百四条 （略） 

２ 病院又は診療所である指定介護予防訪問看護事業所は、事業の運営を行

うために必要な広さを有する専用の指定介護予防訪問看護の事業の用に

供する区画を確保するとともに、指定介護予防訪問看護の提供に必要な設

２ 病院又は診療所である指定介護予防訪問看護事業所（第五百十四条第十

五号において「指定介護予防訪問看護を担当する医療機関」という。）は、

事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の指定介護予防訪問看
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備及び備品等を備えなければならない。 護の事業の用に供する区画を確保するとともに、指定介護予防訪問看護の

提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

３ （略） ３ （略） 

  

    第四款 運営に関する基準     第四款 運営に関する基準 

第五百五条～第五百十条の二 （略）  第五百五条～第五百十条の二 （略）  

  

（記録の整備） 

第五百十一条 （略） 

（記録の整備） 

第五百十一条 （略） 

２ 指定介護予防訪問看護事業者は、利用者に対する指定介護予防訪問看護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

２ 指定介護予防訪問看護事業者は、利用者に対する指定介護予防訪問看護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存し

なければならない。 

一～三 （略） 一～三 （略） 

四 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等の記録 

五 省令第七十六条第九号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記録 

（新設） 

 

六 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への

通知に係る記録 

五 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

七 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

六 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

八 省令第七十四条において準用する省令第五十三条の十第二項の規定

による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

七 省令第七十四条において準用する省令第五十三条の十第二項に規定

する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第五百十二条 （略）  第五百十二条 （略）  

  

    第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準     第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第五百十三条 （略）  第五百十三条 （略）  

  

（指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針） （指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針） 

第五百十四条 指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針に係る基準は、省令

第七十六条に規定する基準の例によることとする。 

第五百十四条 看護師等の行う指定介護予防訪問看護の方針は、第五百一条

に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 
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 一 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師

からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、

利用者の病状、心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活

全般の状況の的確な把握を行うものとすること。 

 二 看護師等（准看護師を除く。以下この条において同じ。）は、前号に

規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定介護予

防訪問看護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防訪問看護計画書を

作成し、主治の医師に提出しなければならないこと。 

 三 介護予防訪問看護計画書は、既に介護予防サービス計画が作成されて

いる場合は、当該計画の内容に沿って作成しなければならないこと。 

 四 看護師等は、介護予防訪問看護計画書の作成に当たっては、その主要

な事項について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得

なければならないこと。 

 五 看護師等は、介護予防訪問看護計画書を作成した際には、当該介護予

防訪問看護計画書を利用者に交付しなければならないこと。 

 六 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、主治の医師との密接な連

携及び第二号に規定する介護予防訪問看護計画書に基づき、利用者の心

身の機能の維持回復を図るよう妥当適切に行うものとすること。 

 七 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解し

やすいように指導又は説明を行うものとすること。 

 八 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適

切な看護技術をもってサービスの提供を行うものとすること。 

 九 特殊な看護等については、これを行ってはならないこと。 

 十 看護師等は、介護予防訪問看護計画書に基づくサービスの提供の開始

時から、当該介護予防訪問看護計画書に記載したサービスの提供を行う

期間が終了するまでに、少なくとも一回は、当該介護予防訪問看護計画

書の実施状況の把握（次号及び第十三号において「モニタリング」とい

う。）を行うものとすること。 

 十一 看護師等は、モニタリングの結果も踏まえつつ、訪問日、提供した

看護内容等を記載した介護予防訪問看護報告書を作成し、当該報告書の

内容について、当該指定介護予防支援事業者（法第五十八条第一項に規
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定する指定介護予防支援事業者をいう。以下この章において同じ。）に

報告するとともに、当該報告書について主治の医師に定期的に提出しな

ければならないこと。 

 十二 指定介護予防訪問看護事業所の管理者は、介護予防訪問看護計画書

及び介護予防訪問看護報告書の作成に関し、必要な指導及び管理を行わ

なければならないこと。 

 十三 看護師等は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防

訪問看護計画書の変更を行い、変更後の当該計画を主治の医師に提出し

なければならないこと。 

 十四 第一号から第十二号までの規定は、前号に規定する介護予防訪問看

護計画書の変更について準用すること。 

 十五 当該指定介護予防訪問看護事業所が指定介護予防訪問看護を担当

する医療機関である場合にあっては、第二号から第六号まで及び第十号

から前号までの規定にかかわらず、介護予防訪問看護計画書及び介護予

防訪問看護報告書の作成及び提出は、診療録その他の診療に関する記録

（第五百二十四条第十号及び第五百三十三条第二項第四号において「診

療記録」という。）への記載をもって代えることができること。 

  

第五百十五条 （略）  第五百十五条 （略）  

  

   第五節 介護予防訪問リハビリテーション    第五節 介護予防訪問リハビリテーション 

    第一款～第三款 （略）     第一款～第三款 （略） 

    第四款 運営に関する基準     第四款 運営に関する基準 

第五百十九条・第五百二十条 （略）  第五百十九条・第五百二十条 （略）  

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第五百二十一条 （略） 第五百二十一条 （略） 

２ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定介

護予防訪問リハビリテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から二年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定介

護予防訪問リハビリテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から二年間保存しなければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等の記録 

二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記録 
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三 省令第八十六条第十一号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

（新設） 

 

四 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への

通知に係る記録 

三 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

四 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

六 省令第八十四条において準用する省令第五十三条の十第二項の規定

による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

五 省令第八十四条において準用する省令第五十三条の十第二項に規定

する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

第五百二十二条 （略）  第五百二十二条 （略）  

  

    第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準     第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第五百二十三条 （略）  第五百二十三条 （略）  

  

（指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針） （指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第五百二十四条 指定介護予防訪問リハビリテーションの具体的取扱方針

に係る基準は、省令第八十六条に規定する基準の例によることとする。 

第五百二十四条 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供は、指定介護

予防訪問リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士（以下この条において「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士」という。）が行うものとし、その方針は、第五百十六条に規定する基

本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

 一 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、主治の医

師若しくは歯科医師からの情報伝達又はサービス担当者会議若しくは

リハビリテーション会議（介護予防訪問リハビリテーション計画又は介

護予防通所リハビリテーション計画の作成のために、利用者及びその家

族の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

指定介護予防支援等基準第二条に規定する担当職員、介護予防サービス

計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等（法第八条の二第十六

項に規定する指定介護予防サービス等をいう。）の担当者その他の関係

者（第六号及び第五百六十三条第六号において「構成員」という。）に

より構成される会議（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者

等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用に

ついて当該利用者等の同意を得なければならない。）をいう。第六号並
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びに第五百六十三条第一号及び第六号において同じ。）を通じる等の適

切な方法により、利用者の病状、心身の状況、その置かれている環境等

利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとすること。 

 二 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、前号に規定する

利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定介護予防訪問リ

ハビリテーションの目標、当該目標を達成するための具体的なサービス

の内容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防訪問リハビリ

テーション計画を作成するものとすること。 

 三 介護予防訪問リハビリテーション計画は、既に介護予防サービス計画

が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成しなければなら

ないこと。 

 四 医師又は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、介護予防訪問リ

ハビリテーション計画の作成に当たっては、その内容について利用者又

はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならないこと。 

 五 医師又は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、介護予防訪問リ

ハビリテーション計画を作成した際には、当該介護予防訪問リハビリテ

ーション計画を利用者に交付しなければならないこと。 

 六 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業者（第五百五十五条に規定する指定介護予防通所

リハビリテーション事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、リハ

ビリテーション会議の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希

望及びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、介護予防

訪問リハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーションの目標

及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性

のとれた介護予防訪問リハビリテーション計画を作成した場合につい

ては、第五百六十三条第二号から第五号までに規定する介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を満たすことをもって、第二号から

前号までに規定する基準を満たしているものとみなすことができるも

のとすること。 

 七 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、医師の指

示及び介護予防訪問リハビリテーション計画に基づき、利用者の心身機

能の維持回復を図り、日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行うも

のとすること。 
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 八 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、懇切丁寧

に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、リハビリテーション

の観点から療養上必要とされる事項について、理解しやすいように指導

又は説明を行うものとすること。 

 九 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、介護技術

の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものと

すること。 

 十 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、それぞれの利用者につい

て、介護予防訪問リハビリテーション計画に従ったサービスの実施状況

及びその評価について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師に

報告するものとすること。 

 十一 医師又は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、介護予防訪問

リハビリテーション計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該介

護予防訪問リハビリテーション計画に記載したサービスの提供を行う

期間が終了するまでに、少なくとも一回は、当該介護予防訪問リハビリ

テーション計画の実施状況の把握（次号及び第十二号において「モニタ

リング」という。）を行うものとすること。 

 十二 医師又は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、モニタリング

の結果を記録し、当該記録を当該サービスの提供に係る介護予防サービ

ス計画を作成した指定介護予防支援事業者に報告しなければならない

こと。 

 十三 医師又は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、モニタリング

の結果を踏まえ、必要に応じて介護予防訪問リハビリテーション計画の

変更を行うものとすること。 

 十四 第一号から第十二号までの規定は、前号に規定する介護予防訪問リ

ハビリテーション計画の変更について準用すること。 

  

   第六節 介護予防居宅療養管理指導    第六節 介護予防居宅療養管理指導 

    第一款 基本方針     第一款 基本方針 

第五百二十五条 指定介護予防サービスに該当する介護予防居宅療養管理

指導（以下この節において「指定介護予防居宅療養管理指導」という。）

の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活

を営むことができるよう、医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士（歯科衛

第五百二十五条 指定介護予防サービスに該当する介護予防居宅療養管理

指導（以下この節において「指定介護予防居宅療養管理指導」という。）

の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活

を営むことができるよう、医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士（歯科衛
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生士が行う介護予防居宅療養管理指導に相当するものを行う保健師、看護

師及び准看護師を含む。）又は管理栄養士が、通院が困難な利用者に対し

て、その居宅を訪問して、その心身の状況、置かれている環境等を把握し、

それらを踏まえて療養上の管理及び指導を行うことにより、利用者の心身

機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指す

ものでなければならない。 

生士が行う介護予防居宅療養管理指導に相当するものを行う保健師、看護

師及び准看護師を含む。第五百三十三条第二項において同じ。）又は管理

栄養士が、通院が困難な利用者に対して、その居宅を訪問して、その心身

の状況、置かれている環境等を把握し、それらを踏まえて療養上の管理及

び指導を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利

用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

  

    第二款・第三款 （略）     第二款・第三款 （略） 

    第四款 運営に関する基準     第四款 運営に関する基準 

第五百二十八条・第五百二十九条 （略）  第五百二十八条・第五百二十九条 （略）  

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第五百三十条 （略） 第五百三十条 （略） 

２ 指定介護予防居宅療養管理指導事業者は、利用者に対する指定介護予防

居宅療養管理指導の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防居宅療養管理指導事業者は、利用者に対する指定介護予防

居宅療養管理指導の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日

から二年間保存しなければならない。 

一 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等の記録 

二 省令第九十五条第一項第四号、第二項第四号及び第三項第四号の規定

による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由の記録 

一 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記録 

（新設） 

 

三 次条において準用する第四百八十九条の三の規定によるに規定する

市町村への通知に係る記録 

二 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通

知に係る記録 

四 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

三 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

五 省令第九十三条において準用する省令第五十三条の十第二項の規定

による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

四 省令第九十三条において準用する省令第五十三条の十第二項に規定

する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第五百三十一条 （略）  第五百三十一条 （略）  

  

    第五款 （略）     第五款 （略） 

第五百三十二条 （略）  第五百三十二条 （略）  
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（指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針） （指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針） 

第五百三十三条 指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針に係る

基準は、省令第九十五条に規定する基準の例によることとする。 

第五百三十三条 医師又は歯科医師の行う指定介護予防居宅療養管理指導

の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

 一 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、訪問診療等によ

り常に利用者の病状及び心身の状況を把握し、計画的かつ継続的な医学

的管理又は歯科医学的管理に基づいて、介護予防支援事業者等に対する

介護予防サービス計画の作成等に必要な情報提供並びに利用者又はそ

の家族に対し、介護予防サービスの利用に関する留意事項、介護方法等

についての指導、助言等を行うこと。 

 二 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、利用者又はその

家族からの介護に関する相談に懇切丁寧に応ずるとともに、利用者又は

その家族に対し、療養上必要な事項等について、理解しやすいように指

導又は助言を行うこと。 

 三 前号に規定する利用者又はその家族に対する指導又は助言について

は、療養上必要な事項等を記載した文書を交付するよう努めること。 

 四 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な介

護予防サービスが提供されるために必要があると認める場合又は介護

予防支援事業者若しくは介護予防サービス事業者から求めがあった場

合は、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対し、介護予

防サービス計画の作成、介護予防サービスの提供等に必要な情報提供又

は助言を行うこと。 

 五 前号に規定する介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に

対する情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議

に参加することにより行うこと。 

 六 前号の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難

な場合については、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に

対して、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付し

て行うこと。 

 七 それぞれの利用者について、提供した指定介護予防居宅療養管理指導

の内容について、速やかに診療録に記録すること。 

 ２ 薬剤師の行う指定介護予防居宅療養管理指導の方針は、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

 一 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医
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師の指示（薬局の薬剤師による指定介護予防居宅療養管理指導にあって

は、医師又は歯科医師の指示に基づき当該薬剤師が策定した薬学的管理

指導計画）に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅におけ

る日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行うこと。 

 二 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行う

ことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、

理解しやすいように指導又は説明を行うこと。 

 三 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把

握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供すること。 

 四 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、療養上適切な介

護予防サービスが提供されるために必要があると認める場合又は介護

予防支援事業者若しくは介護予防サービス事業者から求めがあった場

合は、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に対し、介護予

防サービス計画の作成、介護予防サービスの提供等に必要な情報提供又

は助言を行うものとする。 

 五 前号に規定する介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に

対する情報提供又は助言については、原則として、サービス担当者会議

に参加することにより行わなければならない。 

 六 前号の場合において、サービス担当者会議への参加によることが困難

な場合については、介護予防支援事業者又は介護予防サービス事業者に

対して、原則として、情報提供又は助言の内容を記載した文書を交付し

て行わなければならない。 

 七 それぞれの利用者について、提供した指定介護予防居宅療養管理指導

の内容について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師又は歯科

医師に報告すること。 

 ３ 歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定介護予防居宅療養管理指導の方

針は、次に掲げるところによるものとする。 

 一 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、医師又は歯科医

師の指示に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図り、居宅における

日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行うものとする。 

 二 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行う

ことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、

理解しやすいように指導又は説明を行う。 
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 三 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把

握に努め、利用者に対し適切なサービスを提供するものとする。 

 四 それぞれの利用者について、提供した指定介護予防居宅療養管理指導

の内容について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師又は歯科

医師に報告するものとする。 

  

   第七節 （略）    第七節 （略） 

第八節 介護予防通所リハビリテーション 第八節 介護予防通所リハビリテーション 

第一款 （略） 第一款 （略） 

第二款 人員に関する基準 第二款 人員に関する基準 

第五百五十五条 指定介護予防通所リハビリテーションの事業を行う者（以

下この節において「指定介護予防通所リハビリテーション事業者」とい

う。）が、当該事業を行う事業所（以下この節において「指定介護予防通

所リハビリテーション事業所」という。）ごとに置くべき指定介護予防通

所リハビリテーションの提供に当たる従業者の員数に係る基準は、省令第

百十七条に規定する基準の例によることとする。 

第五百五十五条 指定介護予防通所リハビリテーションの事業を行う者（以

下この節において「指定介護予防通所リハビリテーション事業者」とい

う。）が、当該事業を行う事業所（以下この節において「指定介護予防通

所リハビリテーション事業所」という。）ごとに置くべき指定介護予防通

所リハビリテーションの提供に当たる従業者（第五百六十三条第二号にお

いて「介護予防通所リハビリテーション従業者」という。）の員数に係る

基準は、省令第百十七条に規定する基準の例によることとする。 

  

第三款 （略） 第三款 （略） 

    第四款 運営に関する基準     第四款 運営に関する基準 

第五百五十六条の二～第五百五十九条 （略）  第五百五十六条の二～第五百五十九条 （略）  

  

（記録の整備） （記録の整備） 

第五百六十条 （略） 第五百六十条 （略） 

２ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定介

護予防通所リハビリテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から二年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定介

護予防通所リハビリテーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、

その完結の日から二年間保存しなければならない。 

一 （略） 一 （略） 

二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項の規定による提

供した具体的なサービスの内容等の記録 

三 省令第百二十五条第十一号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

二 次条において準用する第四百八十八条の十三第二項に規定する提供

した具体的なサービスの内容等の記録 

（新設） 

 

四 次条において準用する第四百八十九条の三の規定による市町村への 三 次条において準用する第四百八十九条の三に規定する市町村への通
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通知に係る記録 知に係る記録 

五 次条において準用する第四百九十二条の八第二項の規定による苦情

の内容等の記録 

四 次条において準用する第四百九十二条の八第二項に規定する苦情の

内容等の記録 

六 省令第百二十三条において準用する省令第五十三条の十第二項の規

定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

五 省令第百二十三条において準用する省令第五十三条の十第二項に規

定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  

第五百六十一条 （略）  第五百六十一条 （略）  

  

    第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準     第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第五百六十二条 （略）  第五百六十二条 （略）  

  

（指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針） （指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第五百六十三条 指定介護予防通所リハビリテーションの具体的取扱方針

に係る基準は、省令第百二十五条に規定する基準の例によることとする。 

第五百六十三条 指定介護予防通所リハビリテーションの方針は、第五百五

十四条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次

に掲げるところによるものとする。 

 一 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、主治の医

師若しくは歯科医師からの情報伝達又はサービス担当者会議若しくは

リハビリテーション会議を通じる等の適切な方法により、利用者の病

状、心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況

の的確な把握を行うものとすること。 

 二 医師及び理学療法士、作業療法士その他専ら指定介護予防通所リハビ

リテーションの提供に当たる介護予防通所リハビリテーション従業者

（以下この条において「医師等の従業者」という。）は、診療又は運動

機能検査、作業能力検査等を基に、共同して、利用者の心身の状況、希

望及びその置かれている環境を踏まえて、リハビリテーションの目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を

行う期間等を記載した介護予防通所リハビリテーション計画を作成し

なければならないこと。 

 三 医師等の従業者は、介護予防通所リハビリテーション計画の作成に当

たっては、既に介護予防サービス計画が作成されている場合は、当該計

画の内容に沿って作成しなければならないこと。 

 四 医師等の従業者は、介護予防通所リハビリテーション計画の作成に当

たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用
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者の同意を得なければならないこと。 

 五 医師等の従業者は、介護予防通所リハビリテーション計画を作成した

際には、当該介護予防通所リハビリテーション計画を利用者に交付しな

ければならないこと。 

 六 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が指定介護予防訪問リ

ハビリテーション事業者の指定を併せて受け、かつ、リハビリテーショ

ン会議（医師が参加した場合に限る。）の開催等を通じて、利用者の病

状、心身の状況、希望及びその置かれている環境に関する情報を構成員

と共有し、介護予防訪問リハビリテーション及び介護予防通所リハビリ

テーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内

容について整合性のとれた介護予防通所リハビリテーション計画を作

成した場合については、第五百二十四条第二号から第五号までに規定す

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を満たすことを

もって、第二号から前号までに規定する基準を満たしているものとみな

すことができるものとすること。 

 七 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、介護予防

通所リハビリテーション計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必

要な支援を行うものとすること。 

 八 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、懇切丁寧

に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、リハビリテーション

の観点から療養上必要とされる事項について、理解しやすいように指導

又は説明を行うものとすること。 

 九 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、介護技術

の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うものと

すること。 

 十 医師等の従業者は、介護予防通所リハビリテーション計画に基づくサ

ービスの提供の開始時から、少なくとも一月に一回は、当該介護予防通

所リハビリテーション計画に係る利用者の状態、当該利用者に対するサ

ービスの提供状況等について、当該サービスの提供に係る介護予防サー

ビス計画を作成した指定介護予防支援事業者に報告するとともに、当該

介護予防通所リハビリテーション計画に記載したサービスの提供を行

う期間が終了するまでに、少なくとも一回は、当該介護予防通所リハビ

リテーション計画の実施状況の把握（次号及び第十一号において「モニ
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タリング」という。）を行うものとすること。 

 十一 医師等の従業者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該

サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成した指定介護予防

支援事業者に報告しなければならないこと。 

 十二 医師等の従業者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介

護予防通所リハビリテーション計画の変更を行うものとすること。 

 十三 第一号から第十一号までの規定は、前号に規定する介護予防通所リ

ハビリテーション計画の変更について準用すること。 

第五百六十四条・第五百六十五 （略）  第五百六十四条・第五百六十五 （略）  

  

第九節～第十一節 （略） 

第十二節 介護予防福祉用具貸与 

第九節～第十一節 （略） 

第十二節 介護予防福祉用具貸与 

第一款～第四款 （略） 第一款～第四款 （略） 

第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 第五款 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

第六百八十八条・第六百八十九 （略） 第六百八十八条・第六百八十九 （略） 

  

（介護予防福祉用具貸与計画の作成） （介護予防福祉用具貸与計画の作成） 

第六百九十条 （略） 第六百九十条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該

サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成した指定介護予防支

援事業者（法第五十八条第一項に規定する指定介護予防支援事業者をい

う。）に報告しなければならない。 

６ 福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該

サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成した指定介護予防支

援事業者に報告しなければならない。 

７・８ （略） ７・８ （略） 

  

第六款 （略） 第六款 （略） 

第十三節・第十四節 （略） 第十三節・第十四節 （略） 

   附 則 （略）    附 則 （略） 

  

 


